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第１章 調査概要 

第１節 調査の目的 

東京都高齢者施策の総合的・基本的計画である高齢者保健福祉計画の次期策定に向けて、在宅サ－ビ

ス事業者の運営実態について把握することにより、現状や課題を明らかにし、計画策定及び国提案の基

礎資料とすることを目的とする。 

 

 

第２節 調査対象 

令和７年９月１日現在、都内に所在する以下の在宅サ－ビスの全事業所（休・停止の事業所は除く。） 

Ａ 居宅介護支援 

Ｂ 訪問介護 

Ｃ 訪問看護 

Ｄ 訪問リハビリテ－ション※ 

Ｅ 通所介護 

Ｆ 通所リハビリテ－ション※ 

Ｇ 短期入所生活介護 

Ｈ 短期入所療養介護 

Ｉ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

Ｊ 地域密着型通所介護 

Ｋ 認知症対応型通所介護 

Ｌ 小規模多機能型居宅介護 

Ｍ 看護小規模多機能型居宅介護 

※ 令和７年３月に請求実績のある事業所に限る。 

 

 

第３節 調査方法 

調査票を郵送するとともに、ホ－ムペ－ジに掲載した。調査票への記入・投函またはインタ－ネット

での回答のいずれかの方法で調査票を回収した。 

 

 

第４節 調査期間 

調査基準日：令和７年 10 月 1 日（水） 

調査期間 ：令和７年 10 月 20 日（月）～令和７年 11月 17 日（月） 

ただし、調査票未回収の事業所に対しては御礼状兼督促状を発送し、締切日を再設定 

した。 

・１回目における督促状の締切 令和７年 12 月５日（金） 

・２回目における督促状の締切 令和７年 12月 23 日（火）   
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第５節 回収結果 

調査対象サ－ビス 調査対象事業所数 回収数 回収率 

 Ａ 居宅介護支援 2,973   1,840 61.9% 

居宅サ－ビス 

 Ｂ 訪問介護 2,994 1,708 57.0% 

 Ｃ 訪問看護 1,747  1,150 65.8% 

 Ｄ 訪問リハビリテ－ション 365  206 56.4% 

 Ｅ 通所介護 1,547  985 63.7% 

 Ｆ 通所リハビリテ－ション 358  193 53.9% 

 Ｇ 短期入所生活介護 654  358 54.7% 

 Ｈ 短期入所療養介護 264  115 43.6% 

地域密着型サ－ビス 

 Ｉ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 115  57 49.6% 

 Ｊ 地域密着型通所介護 1,486  970 65.3% 

 Ｋ 認知症対応型通所介護 289  191 66.1% 

 Ｌ 小規模多機能型居宅介護 238  127 53.4% 

 Ｍ 看護小規模多機能型居宅介護 77  50 64.9% 

合計 13,107 7,950 60.7% 

 

 

第６節 集計方法 

１．比率は全て、各設問の無回答を除く集計対象者数に対する百分比（％）を表している。１事業者に２つ

以上の回答を求める設問では、百分比（％）の合計は、100.0％を超える。 

２．百分比（％）は、小数点第２位を四捨五入し、小数点第１位までを表示している。四捨五入の結果、各

回答の百分比（％）の合計は 100.0％に一致しない場合がある。 

３．図表中の「ｎ」とは集計対象事業者総数（あるいは、分類別の該当対象事業者数）を示し、比率は「ｎ」

を 100.0％として算出している。 

４．図表における集計対象事業者は、無回答を除いたものになっているため、集計対象事業者総数とは合わ

ない場合がある。 
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第２章 調査結果 

第１節 基本情報 

第１項 従業員規模 

問 貴事業所の開設(経営)主体の従業員規模を教えてください。 

（Ａ～Ｍ） 

従業員規模について、10 人未満の事業所が 36.3％、10 人以上 50 人未満の事業所が全体の 35.8％で

あり、合わせて 72.1％となっています。  

 

 

 

 

 

 

 

【サ－ビス種別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

n=7,797 36.3% 35.8% 7.5% 8.8% 11.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10人未満 10人以上50人未満 50人以上100人未満

100人以上300人未満 300人以上

Ｍ　看護小規模多機能型居宅介護(n=48)

Ｇ　短期入所生活介護(n=354)

Ｈ　短期入所療養介護(n=112)

Ｉ　定期巡回・随時対応型訪問介護看護(n=56)

Ｊ　地域密着型通所介護(n=952)

Ｋ　認知症対応型通所介護(n=189)

Ｌ　小規模多機能型居宅介護(n=124)

Ｆ　通所リハビリテーション(n=192)

Ａ　居宅介護支援(n=1,794)

Ｂ　訪問介護(n=1,676)

Ｃ　訪問看護(n=1,131)

Ｄ　訪問リハビリテーション(n=198)

Ｅ　通所介護(n=971)

66.5%

30.5%

38.0%

29.3%

10.3%

10.9%

5.1%

0.9%

26.8%

45.7%

20.6%

4.8%

2.1%

11.8%

51.9%

39.0%

26.8%

53.8%

34.4%

20.3%

3.6%

44.6%

37.3%

37.0%

61.3%

54.2%

5.0%

4.8%

4.9%

8.6%

7.5%

19.8%

31.9%

42.0%

7.1%

4.6%

9.0%

4.8%

6.3%

6.6%

5.0%

6.8%

15.7%

10.2%

21.9%

22.0%

38.4%

1.8%

7.6%

13.2%

11.3%

12.5%

10.0%

7.9%

11.3%

19.7%

18.2%

13.0%

20.6%

15.2%

19.6%

4.8%

20.1%

17.7%

25.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10人未満 10人以上50人未満 50人以上100人未満

100人以上300人未満 300人以上
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第２項 事業所の定員 

問 貴事業所の定員を教えてください。（それぞれ数字を記入） 

事業所の定員は、「11～20 人」の事業所が 29.7％と最も多く、次いで「10人まで」の事業所が 22.8％

となっています。 

小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護の登録定員は「26人以上」の事業者が 69.3％

と半数を超えています。 

宿泊サ－ビスの定員は「０人」の事業所が約８割となっています。 

通いサービスの定員は「11～15 人」の事業所が 49.7％、「16～20 人」の事業所が 45.8％となってい

ます。 

 

 

【定員】Ｅ、Ｆ、Ｇ、Ｈ、Ｊ、Ｋ 

 

 

 

 

 

 

【登録定員】Ｌ、Ｍ 

 

 

 

 

 

 

【宿泊サ－ビス定員】Ｅ、Ｇ、Ｈ、Ｊ、Ｋ 

 

 

 

 

 

 

【通いサービス定員】Ｌ、Ｍ 

 

 

 

 

   

n=2,961 22.8% 29.7% 22.1% 13.4% 4.2%7.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～10人 11～20人 21～30人 31～40人 41～50人 51人～

n=176
0.6%

2.8% 27.3% 69.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１～５人 ６～10人 11～15人 16～20人 21～25人 26人～

n=2,796 79.8% 15.2%

2.5%

0.9%

0.1%

0.1%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０人 ～10人 11～20人 21～30人 31～40人 41～50人 51人～

n=177 49.7% 45.8% 0.6%

0.6%

3.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１～５人 ６～10人 11～15人 16～20人 21～25人 26人～
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【サ－ビス種別】 

Ｅ 通所介護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｆ 通所リハビリテ－ション 

 

 

 

 

 

 

 

Ｇ 短期入所生活介護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｈ 短期入所療養介護 

 

 

 

 

 

 

 

   

定員(n=980)

宿泊サービス定員(n=985)

0.1%

96.9%

2.7%

11.5%

0.2%

39.1%

0.1%

33.0%

0.1%

10.0% 6.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０人 ～10人 11～20人 21～30人 31～40人 41～50人 51人～

定員(n=188) 8.5% 16.0% 21.8% 25.5% 10.1% 18.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０人 ～10人 11～20人 21～30人 31～40人 41～50人 51人～

定員(n=354)

宿泊サービス定員(n=358)

1.7%

39.4%

51.1%

33.2%

24.9%

18.2%

7.9%

6.1%

1.4%

0.8%

1.1%

0.6%

11.9%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０人 ～10人 11～20人 21～30人 31～40人 41～50人 51人～

定員(n=108)

宿泊サービス定員(n=115)

4.6%

60.9%

4.6%

6.1%

4.6%

1.7%

0.9%

1.7%

3.7%

0.9%

81.5%

28.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０人 ～10人 11～20人 21～30人 31～40人 41～50人 51人～



 6

Ｊ 地域密着型通所介護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｋ 認知症対応型通所介護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｌ 小規模多機能型居宅介護 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｍ 看護小規模多機能型居宅介護 

 

 

 

 

 

 

   

定員(n=967)

宿泊サービス定員(n=970) 90.5%

45.6%

9.4%

51.6%

0.5%

1.9%

0.4%

0.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０人 ～10人 11～20人 21～30人 31～40人 41～50人 51人～

定員(n=188)

宿泊サービス定員(n=191) 98.4%

11.2%

1.6%

73.4% 14.4% 1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０人 ～10人 11～20人 21～30人 31～40人 41～50人 51人～

定員(n=127)

宿泊サービス定員(n=127)

通いサービス定員(n=127)

36.2%

0.8%

63.8%

3.9% 55.1%

3.1%

40.2%

29.1% 67.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１～５人 ６～10人 11～15人 16～20人 21～25人 26人～

定員(n=49)

宿泊サービス定員(n=50)

通いサービス定員(n=50)

28.0% 72.0%

2.0%

2.0%

36.0%

2.0%

60.0%

22.4% 73.5%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１～５人 ６～10人 11～15人 16～20人 21～25人 26人～
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第３項 同一敷地内の事業 

問 貴事業所と同一建物または同一敷地内で運営している事業はありますか。「あり」と答え

た方は、その事業の種類も教えてください。（あてはまるものすべてに〇） 

（Ａ～Ｍ） 

同一敷地内の事業について、事業所全体では「あり」が６割を超えています。同一敷地内でのサ－ビ

ス種類としては、「訪問介護」が 34.7％で最も多く、次いで「通所介護」18.7％、「訪問看護」17.1％、

「介護老人福祉施設（地域密着型含む）」14.7％、「その他介護保険サ－ビス」13.0％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・居宅介護支援      ・介護予防・日常生活支援総合事業（通所型サービス・予防型サービス） 

・地域包括支援センター  ・障害福祉サービス  

n=7,832 65.1% 34.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あり なし

％ 　 ％

訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問
介護看護

通所介護 有料老人ホーム

訪問看護
特定施設入居者生活介護
(地域密着型を含む)

介護老人福祉施設(地域密
着型を含む)

小規模多機能型居宅介護

短期入所生活介護 その他の高齢者向けの住宅

通所リハビリテーション 夜間対応型訪問介護

訪問リハビリテーション
看護小規模多機能型居宅介
護

地域密着型通所介護 訪問入浴

認知症対応型通所介護 子ども向け施設やサービス

介護老人保健施設 カフェや食事処

医療関連施設 販売店

認知症対応型共同生活介護 介護医療院

短期入所療養介護 一般賃貸住宅

福祉用具貸与・販売 その他介護保険サービス

居宅療養管理指導
その他の介護保険サービス
以外の介護関連のサービス

サービス付き高齢者向け住
宅

その他

障害者関連施設

n=4,979

34.7%

18.7%

17.1%

14.7%

12.6%

8.1%

7.8%

7.0%

7.0%

6.9%

5.8%

5.1%

4.8%

4.6%

4.2%

3.2%

3.0%

0% 10% 20% 30% 40%

2.2%

2.1%

1.5%

1.5%

1.3%

1.2%

1.2%

1.1%

1.1%

0.9%

0.5%

0.4%

0.1%

13.0%

1.9%

9.9%

0% 10% 20% 30% 40%
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第４項 サ－ビス提供時間 

問 貴事業所のサ－ビス提供時間を教えてください。（数字を記入） 

（Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ、Ｆ、Ｊ、Ｋ） 

事業所全体として、開始時間は「９時台」の事業所が６割を超えています。終了時間は「17 時台」

37.2％と「18 時台」34.9％で７割以上の事業所を占めています。 

サ－ビスの提供時間は「５時間以上８時間以内」の事業所が約７割となっています。 

 

 

【開始時刻】 

 

 

 

 

 

 

 

【終了時刻】 

 

 

 

 

 

 

 

【１日あたり時間】 

 

 

 

 

 

   

n=7,150
3.1%

0.6%

1.7%

24.4% 67.3%

2.0%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０～６時 ６時台 ７時台 ８時台 ９時台 10時台 11時以降

n=7,114
1.8%

5.2% 13.3% 37.2% 34.9%

2.4%

5.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０～12時 12～16時 16時台 17時台 18時台 19時台 20時以降

n=7,144
1.2%

4.7% 69.4% 20.3% 4.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～２時間 ～５時間 ～８時間 ～12時間 ～24時間
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第５項 サ－ビス提供日 

問 貴事業所のサ－ビス提供曜日を教えてください。（あてはまるものすべてに〇） 

（Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅ、Ｆ、Ｇ、Ｈ、Ｊ、Ｋ） 

サ－ビス提供曜日について、全体として月曜日から金曜日はほぼすべての事業所でサ－ビスを提供

しています。土日祝においては、平日よりも少なくなっていますが、サ－ビス種別でみると、「訪問介

護」、「短期入所生活介護」「短期入所療養介護」の事業所が土日祝のサ－ビス提供が全体と比べて多く

なっています。「通所介護」「地域密着型通所介護」「認知症対応型通所介護」の事業所は「日曜日」の

サ－ビス提供は少ないですが、「土曜日」「祝日」のサ－ビス提供を行っている事業者が全体と比べ多く

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【サ－ビス種別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日 祝日

99.0% 99.0% 98.6% 98.8% 98.9%

64.9%

33.5%

64.2%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全 体（n=7,627）

月曜 火曜 水曜 木曜 金曜 土曜 日曜 祝日 月曜 火曜 水曜 木曜 金曜 土曜 日曜 祝日

月曜 火曜 水曜 木曜 金曜 土曜 日曜 祝日 月曜 火曜 水曜 木曜 金曜 土曜 日曜 祝日

98.6% 98.5% 98.2% 98.5% 98.4%

30.2%

5.4%

21.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ａ 居宅介護支援（n=1,811）

99.2% 98.8% 98.8% 98.7% 98.8%
91.0%

77.7%

90.7%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｂ 訪問介護（n=1,686）

99.5% 99.8% 99.6% 99.7% 99.7%

57.3%

34.3%

50.8%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｃ 訪問看護（n=1,144）

93.2% 96.6% 92.2% 92.7% 97.1%

44.2%

1.9%

22.8%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｄ 訪問リハビリテーション（n=206）
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第６項 令和７年９月のサ－ビス提供日数 

問 貴事業所の令和７年９月の１か月間のサ－ビス提供日数を教えてください。 

（数字を記入） 

（Ａ～Ｍ） 

全体として、「30 日」のサ－ビス提供が 33.8％と最も多く、次いで「24～26 日」が 27.8％となって

います。「20 日以下」の事業者は２割を超えています。 

 

 

 

   

月曜 火曜 水曜 木曜 金曜 土曜 日曜 祝日 月曜 火曜 水曜 木曜 金曜 土曜 日曜 祝日

月曜 火曜 水曜 木曜 金曜 土曜 日曜 祝日 月曜 火曜 水曜 木曜 金曜 土曜 日曜 祝日

月曜 火曜 水曜 木曜 金曜 土曜 日曜 祝日 月曜 火曜 水曜 木曜 金曜 土曜 日曜 祝日

100% 100% 100% 100% 100% 99.7% 98.6% 99.2%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｇ 短期入所生活介護（n=353）

99.1% 99.2% 98.2% 99.1% 99.0%

58.0%

16.8%

80.7%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｊ 地域密着型通所介護（n=960）

99.5% 99.5% 99.1% 99.5% 99.3%

84.8%

12.4%

88.5%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｅ 通所介護（n=978）

96.9% 98.4% 97.4% 94.2% 97.4%

61.3%

2.6%

46.6%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｆ 通所リハビリテーション（n=191）

100% 100% 100% 100% 99.1% 97.3% 96.4% 95.5%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｈ 短期入所療養介護（n=110）

100% 99.5% 97.9% 98.9% 98.9%
87.2%

5.9%

91.5%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｋ 認知症対応型通所介護（n=188）

n=7,759 21.1% 16.1% 27.8% 1.3% 33.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１～20日 21～23日 24～26日 27～29日 30日
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第７項 サ－ビス実利用者数・延べ利用者数 

問 令和７年９月の利用者数について、実人数と延べ人数をそれぞれ要介護度別に教えてくだ

さい。※登録者数ではなく、実際に９月に利用があった人数を記入してください。 

（それぞれ数字を記入） 

全体として、実利用者数は「要介護１」27.1％と「要介護２」24.9％で半数を超えています。サ－ビ

ス種別でみると、「要介護３」以降の実利用者数が半数を超えるものは「短期入所生活介護」「短期入所

療養介護」「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」「認知症対応型通所介護」「看護小規模多機能型居宅

介護」となっています。 

 

【実利用者数】※Ｉ、Ｊ、Ｍは要支援除く 

 

 

 

 

 

 

【サ－ビス種別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

n=7,683 6.6% 9.0% 27.1% 24.9% 15.0% 10.2% 7.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

Ａ　居宅介護支援(n=1,753)

Ｂ　訪問介護(n=1,655)

Ｃ　訪問看護(n=1,115)

Ｄ　訪問リハビリテーション(n=204)

Ｅ　通所介護(n=958)

Ｆ　通所リハビリテーション(n=185)

Ｇ　短期入所生活介護(n=348)

Ｈ　短期入所療養介護(n=110)

Ｉ　定期巡回・随時対応型訪問介護看護(n=56)

Ｊ　地域密着型通所介護(n=938)

Ｋ　認知症対応型通所介護(n=188)

Ｌ　小規模多機能型居宅介護(n=124)

Ｍ　看護小規模多機能型居宅介護(n=49)

6.3%

9.6%

4.8%

4.9%

9.3%

9.3%

1.1%

1.3%

8.2%

2.9%

8.7%

12.7%

9.1%

10.5%

11.0%

13.5%

1.1%

1.9%

0.4%

3.8%

29.5%

22.7%

23.1%

18.0%

28.8%

22.5%

13.6%

12.8%

14.1%

44.0%

16.2%

25.0%

11.6%

25.8%

21.9%

25.7%

25.7%

24.3%

26.4%

20.7%

19.1%

20.0%

30.6%

19.7%

21.9%

18.9%

14.0%

14.3%

15.4%

16.8%

14.1%

15.3%

28.6%

23.1%

18.3%

15.1%

24.7%

16.9%

18.2%

9.5%

10.0%

12.3%

13.2%

8.1%

8.9%

21.3%

26.0%

24.1%

7.3%

14.9%

22.7%

27.1%

6.3%

8.8%

9.8%

10.9%

4.4%

4.1%

13.7%

15.8%

23.5%

3.0%

15.9%

6.8%

24.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
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小規模多機能型居宅介護と看護小規模多機能型居宅介護の通いサ－ビス、宿泊サ－ビス、訪問サ－ビ

スの実利用者数について、小規模多機能型居宅介護は、通いサ－ビスでは「要介護１」26.9％、宿泊サ

－ビスでは「要介護２」26.1％、訪問サ－ビスでは「要介護１」34.6％が多くなっています。看護小規

模多機能型居宅介護は、「要介護５」が通いサ－ビスでは 26.9％、宿泊サ－ビスでは 37.7％、訪問サ－

ビスでは 27.3％とすべてのサ－ビスで多くなっています。 

 

Ｌ 小規模多機能型居宅介護・Ｍ 看護小規模多機能型居宅介護 

【通いサ－ビス・宿泊サ－ビス・訪問サ－ビスの実利用者数】※Ｍは要支援除く 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

Ｌ　通いサービス(n=124)

Ｌ　宿泊サービス(n=124)

Ｌ　訪問サービス(n=124)

Ｍ　通いサービス(n=49)

Ｍ　宿泊サービス(n=49)

Ｍ　訪問サービス(n=49)

2.7%

0.8%

2.5%

3.1%

1.1%

3.3%

26.9%

18.0%

34.6%

10.5%

4.1%

10.2%

25.2%

26.1%

32.2%

20.2%

12.0%

21.2%

18.4%

22.0%

11.8%

19.8%

19.5%

19.2%

15.5%

19.4%

11.0%

22.6%

26.8%

22.1%

8.2%

12.6%

4.6%

26.9%

37.7%

27.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
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延べ利用者数では、全体として、「要介護２」23.6％、「要介護１」22.5％、「要介護３」17.8％の順

で多くなっています。サ－ビス種別でみると、「要介護３」以降の延べ利用者数が半数を超えるものは

「訪問介護」「短期入所生活介護」「短期入所療養介護」「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」「認知症

対応型通所介護」となっています。 

 

 

【延べ利用者数】 

※Ｌ 小規模多機能型居宅介護・Ｍ 看護小規模多機能型居宅介護は除く 

※Ｉ、Ｊは要支援除く 

 

 

 

 

 

 

 

【サ－ビス種別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

Ａ　居宅介護支援(n=1,753)

Ｂ　訪問介護(n=1,655)

Ｃ　訪問看護(n=1,115)

Ｄ　訪問リハビリテーション(n=204)

Ｅ　通所介護(n=958)

Ｆ　通所リハビリテーション(n=185)

Ｇ　短期入所生活介護(n=348)

Ｈ　短期入所療養介護(n=110)

Ｉ　定期巡回・随時対応型訪問介護看護(n=56)

Ｊ　地域密着型通所介護(n=938)

Ｋ　認知症対応型通所介護(n=188)

3.4%

3.8%

2.8%

3.8%

5.4%

5.4%

0.2%

0.4%

0.1%

5.9%

5.9%

6.8%

9.9%

9.2%

13.2%

0.6%

0.9%

0.3%

25.7%

17.1%

19.9%

19.1%

28.5%

22.3%

10.1%

9.6%

12.2%

40.1%

16.4%

25.5%

19.5%

25.2%

26.2%

26.1%

28.1%

16.5%

15.5%

16.9%

30.0%

20.2%

16.8%

18.0%

16.2%

17.4%

16.6%

16.7%

31.0%

22.5%

18.9%

17.5%

28.3%

12.8%

18.0%

14.7%

14.1%

9.0%

9.9%

25.6%

31.7%

25.4%

8.6%

17.9%

9.8%

17.7%

14.4%

9.5%

5.2%

4.3%

15.9%

19.4%

26.6%

3.8%

16.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

n=7,510
3.4%

6.2% 22.5% 23.6% 17.8% 14.4% 12.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
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小規模多機能型居宅介護と看護小規模多機能型居宅介護の通いサ－ビス、宿泊サ－ビス、訪問サ－ビ

スの延べ利用者数について、小規模多機能型居宅介護は、通いサ－ビスでは「要介護２」23.5％、宿泊

サ－ビスでは「要介護４」29.9％、訪問サ－ビスでは「要介護１」27.2％が多くなっています。看護小

規模多機能型居宅介護は、通いサ－ビスでは「要介護５」30.4％、宿泊サ－ビスでは「要介護５」35.7％、

訪問サ－ビスでは「要介護２」23.7％が多くなっています。 

 

 

Ｌ 小規模多機能型居宅介護・Ｍ 看護小規模多機能型居宅介護 

【通いサ－ビス・宿泊サ－ビス・訪問サ－ビスの延べ利用者数】※Ｍは要支援除く 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

Ｌ　通いサービス(n=124)

Ｌ　宿泊サービス(n=124)

Ｌ　訪問サービス(n=124)

Ｍ　通いサービス(n=49)

Ｍ　宿泊サービス(n=49)

Ｍ　訪問サービス(n=49)

2.1%

0.1%

2.0%

2.6%

1.7%

2.8%

20.8%

11.6%

27.2%

8.1%

5.4%

11.5%

23.5%

18.1%

27.0%

18.2%

11.1%

23.7%

22.9%

25.7%

19.4%

18.3%

19.0%

18.2%

19.6%

29.9%

15.0%

25.0%

28.9%

23.6%

8.5%

12.8%

6.6%

30.4%

35.7%

22.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５



 15

第８項 サ－ビスの平均訪問回数・平均訪問時間 

問 令和７年９月の利用者１名あたりの平均訪問回数と平均訪問時間について要介護度ごとに

教えてください。（それぞれ数字を記入） 

（Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｉ、Ｌ、Ｍ）※Ｉ、Ｍは要支援除く 

事業所全体として、サ－ビスの平均訪問回数は、「４～６回」が「要支援１」で 61.4％、「要支援２」

は 62.3％、「要介護１」で 38.8％、「要介護２」で 28.0％と多くなっています。「要介護３」以降では

「13 回以上」が多くなっています。要介護度が上がるにつれて訪問回数が増えています。 

１回当たりの平均訪問時間は、「要支援１」では「31～45 分」、「要支援２」以降においては「46～60

分」が最も多くなっています。 

 

【月あたりの平均訪問回数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【１回当たりの平均訪問時間】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

要介護４(n=2,482)

要介護５(n=2,418)

要支援１(n=1,878)

要支援２(n=2,037)

要介護１(n=2,570)

要介護２(n=2,639)

要介護３(n=2,534)

28.2%

15.7%

8.9%

7.8%

7.3%

6.7%

6.4%

61.4%

62.3%

38.8%

28.0%

22.5%

20.9%

16.0%

6.2%

14.0%

28.0%

25.2%

19.5%

18.4%

17.7%

1.0%

3.0%

8.6%

14.8%

10.9%

8.9%

10.7%

3.2%

5.0%

15.7%

24.2%

39.7%

45.1%

49.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１～３回 ４～６回 ７～９回 10～12回 13回以上

要介護４(n=2,428)

要介護５(n=2,360)

要支援１(n=1,858)

要支援２(n=2,012)

要介護１(n=2,512)

要介護２(n=2,574)

要介護３(n=2,477)

1.7%

1.3%

4.7%

4.7%

4.6%

3.9%

3.0%

16.0%

10.5%

11.9%

11.5%

13.9%

16.8%

16.6%

42.2%

42.0%

24.6%

21.1%

25.6%

25.6%

24.3%

37.3%

43.2%

49.9%

51.4%

46.6%

44.9%

43.4%

2.7%

3.0%

8.9%

11.3%

9.3%

8.8%

12.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～15分 16～30分 31～45分 46～60分 61分～
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第２節 職員の勤務状況及び人材確保について 

第１項 職員数の状況 

問 貴事業所の従業者について、職種別・年齢別に人数を教えてください。 

（それぞれ数字を記入） 

【介護支援専門員】Ａ、Ｌ、Ｍ 

 ※各項目の有効回答のみ計上しており、項目により、「ｎ」が異なる 

「介護支援専門員」は常勤では「50 代」が最も多くなっています。非常勤の従事者は常勤と比べ少

なくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１事業所あたりの平均人数 常勤 非常勤 非常勤の常勤換算 

介護支援専門員 2.8 0.5 0.3 

 n=1,969 n=1,933 n=1,973 

 

 

【訪問介護員】Ｂ、Ｉ 

 ※各項目の有効回答のみ計上しており、項目により、「ｎ」が異なる 

訪問介護員については 70 歳以上の非常勤職員が最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１事業所あたりの平均人数 常勤 非常勤 非常勤の常勤換算 

訪問介護員 4.8 11.2 3.4 

 n=1,724 n=1,735 n=1,711 

   

（人）

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70歳以上

7 26
267

1,251 

2,171 

1,479 

337

0 12 28 114 192
362

191

0

400

800

1,200

1,600

2,000

2,400

常勤 非常勤

（人）

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70歳以上

11 
696 

1,292 

2,161 
2,566 

1,230 

403 
27 

391 
983 

2,510 

4,815 
5,276 5,414 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

常勤 非常勤
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【看護職員】Ｃ、Ｅ、Ｆ、Ｇ、Ｈ、Ｉ、Ｊ、Ｋ、Ｌ、Ｍ 

 ※各項目の有効回答のみ計上しており、項目により、「ｎ」が異なる 

「看護職員」は常勤では「30代」「40 代」「50 代」が多くなっています。非常勤の従事者は「60代」

「70 歳以上」において常勤と比べ多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１事業所あたりの平均人数 常勤 非常勤 非常勤の常勤換算 

看護職員 2.3 2.1 1.0 

 n=4,066 n=4,071 n=4,104 

 

 

【リハ専門職（ＰＴ/ＯＴ/ＳＴ）】Ｃ、Ｄ、Ｆ 

 ※各項目の有効回答のみ計上しており、項目により、「ｎ」が異なる 

「リハ専門職（ＰＴ/ＯＴ/ＳＴ）は常勤では「30 代」が最も多くなっています。非常勤の従事者は

常勤と比べ少なくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１事業所あたりの平均人数 常勤 非常勤 非常勤の常勤換算 

リハ専門職（ＰＴ/ＯＴ/ＳＴ） 3.1 1.1 0.7 

 n=1,524 n=1,521 n=1,529 
   

（人）

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70歳以上

20 

1,386 

2,209 
2,484 

2,331 

834 

80 13 

435 

1,418 

2,143 2,026 

1,712 

863 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

常勤 非常勤

（人）

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70歳以上

12 

1,143 

1,894 

1,167 

440 

37 0 1
233

577 562

214
64 8

0

400

800

1,200

1,600

2,000

常勤 非常勤
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【生活指導員・生活相談員】Ｅ、Ｇ、Ｈ、Ｊ、Ｋ 

 ※各項目の有効回答のみ計上しており、項目により、「ｎ」が異なる 

「生活指導員・生活相談員」は常勤では「40 代」「50 代」が多くなっています。非常勤の従事者は全

体的に常勤と比べ少なくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１事業所あたりの平均人数 常勤 非常勤 非常勤の常勤換算 

生活指導員・生活相談員 1.7 0.5 0.3 

 n=2,543 n=2,505 n=2,530 

 

 

【介護職員】Ｅ、Ｆ、Ｇ、Ｈ、Ｉ、Ｊ、Ｋ、Ｌ、Ｍ 

 ※各項目の有効回答のみ計上しており、項目により、「ｎ」が異なる 

「介護職員」は常勤では「40代」「50 代」が多くなっています。非常勤の従事者は「60 代」「70歳以

上」において常勤と比べ多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１事業所あたりの平均人数 常勤 非常勤 非常勤の常勤換算 

介護職員 5.5 4.7 2.8 

 n=2,954 n=2,976 n=2,958 

 
   

（人）

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70歳以上

21 

317 

775 

1,281 
1,382 

471 

71 
0 21

142
268

362
275

96

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

常勤 非常勤

（人）

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70歳以上

76 

2,935 
3,490 

4,084 4,198 

1,394 

150 66 

779 
1,364 

2,767 

3,859 
3,487 

1,531 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

常勤 非常勤
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【機能訓練指導員】Ｅ、Ｇ、Ｈ、Ｊ、Ｋ 

 ※各項目の有効回答のみ計上しており、項目により、「ｎ」が異なる 

「機能訓練指導員」は常勤では「30 代」が最も多くなっています。非常勤の従事者は「40 代」以上

において常勤と比べ多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１事業所あたりの平均人数 常勤 非常勤 非常勤の常勤換算 

機能訓練指導員 0.8 1.1 0.4 

 n=2,504 n=2,509 n=2,531 

 

 

【医師】Ｆ、Ｇ、Ｈ 

 ※各項目の有効回答のみ計上しており、項目により、「ｎ」が異なる 

「医師」は常勤では「70 歳以上」が最も多くなっています。非常勤の従事者は常勤よりも多くなっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１事業所あたりの平均人数 常勤 非常勤 非常勤の常勤換算 

医師 0.6 1.1 0.2 

 n=649 n=648 n=650 

 
   

（人）

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70歳以上

5

289

584 572

470

156

264

142

422

688 705

582

334

0

200

400

600

800

常勤 非常勤

（人）

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70歳以上

1 1
13

29

65

114
134

0
24

64

98

166

198

144

0

40

80

120

160

200

常勤 非常勤
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【管理栄養士・栄養士】Ｇ、Ｈ 

 ※各項目の有効回答のみ計上しており、項目により、「ｎ」が異なる 

「管理栄養士・栄養士」は常勤では「30 代」が最も多くなっています。非常勤の従事者は全体的に

常勤よりも少なくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１事業所あたりの平均人数 常勤 非常勤 非常勤常勤換算 

管理栄養士・栄養士 1.1 0.2 0.1 

 n=459 n=456 n=460 

 
 

【オペレーター】Ｉ 

 ※各項目の有効回答のみ計上しており、項目により、「ｎ」が異なる 

「オペレーター」は常勤では「40 代」が最も多くなっています。非常勤の従事者は全体的に常勤よ

りも少なくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１事業所あたりの平均人数 常勤 非常勤 非常勤の常勤換算 

オペレーター 6.1 1.9 1.1 

 n=56 n=54 n=53 

 
   

（人）

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70歳以上

3

130 133 128

98

22

10
10 13

22 15 22
5

0

30

60

90

120

150

常勤 非常勤

（人）

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70歳以上

0

40

75

111

73

40

40 2
14

25
36

20

5

0

30

60

90

120

常勤 非常勤
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【その他事務員等】Ａ～Ｍ 

 ※各項目の有効回答のみ計上しており、項目により、「ｎ」が異なる 

「その他事務員等」は常勤では「40 代」「50 代」が多くなっています。非常勤の従事者は「60 代」

が最も多く、「60 代」「70 歳以上」は非常勤が常勤よりも多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１事業所あたりの平均人数 常勤 非常勤 非常勤の常勤換算 

その他事務員等 0.8 0.9 0.4 

 n=7,601 n=7,599 n=7,667 

   

（人）

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70歳以上

52 

412 

990 

1,657 

1,967 

827 

263 
51 

203 
410 

1,120 

1,385 

1,902 

1,484 

0

400

800

1,200

1,600

2,000

常勤 非常勤
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第２項 常勤・非常勤以外の人材活用状況 

問 前記問で回答した常勤・非常勤職員以外の人材の活用状況について教えてください。 

（Ａ～Ｍ） 

全体として「常勤・非常勤職員以外の人材を活用している」の割合が 1割強となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

【サ－ビス種別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

n=7,453 12.9% 87.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

常勤・非常勤職員以外の人材を活用している

常勤・非常勤職員以外の人材を活用していない

Ｆ　通所リハビリテーション(n=186)

Ａ　居宅介護支援(n=1,674)

Ｂ　訪問介護(n=1,603)

Ｃ　訪問看護(n=1,118)

Ｄ　訪問リハビリテーション(n=202)

Ｅ　通所介護(n=934)

Ｍ　看護小規模多機能型居宅介護(n=49)

Ｇ　短期入所生活介護(n=335)

Ｈ　短期入所療養介護(n=103)

Ｉ　定期巡回・随時対応型訪問介護看護(n=50)

Ｊ　地域密着型通所介護(n=897)

Ｋ　認知症対応型通所介護(n=181)

Ｌ　小規模多機能型居宅介護(n=121)

2.3%

6.0%

3.8%

3.0%

34.9%

18.8%

34.3%

31.1%

4.0%

18.5%

33.1%

25.6%

22.4%

97.7%

94.0%

96.2%

97.0%

65.1%

81.2%

65.7%

68.9%

96.0%

81.5%

66.9%

74.4%

77.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

常勤・非常勤職員以外の人材を活用している

常勤・非常勤職員以外の人材を活用していない
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活用している人材を教えてください。（あてはまるものすべてに○） 

（Ａ～Ｍ） 

「常勤・非常勤職員以外の人材を活用している」と回答した事業所についてみると、「有償ボランテ

ィア」を活用している事業所が 16.8％、「スポットワ－ク」を活用している事業所が 49.1％となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・派遣社員 ・シルバー人材 ・無償ボランティア ・業務委託 

   

　

有償ボランティア

スポットワーク

その他

n=879

16.8%

49.1%

43.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%
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第３項 退職者の状況 

問 貴事業所の令和６年度中(令和６年４月１日～令和７年３月 31 日)の退職者について、勤

続年数の区分ごとに人数を教えてください。 

「訪問介護員」の退職者は、常勤では、勤続年数が「１年以上３年未満」が 21.7％と最も多く、非

常勤では、「10年以上 20 年未満」が 23.9％と最も多くなっています。 

「介護職員」の退職者は、常勤では、勤続年数が「１年以上３年未満」が 24.1％と最も多く、非常

勤では、「１年未満」が 31.8％と最も多くなっています。 

「看護職員」の退職者は、常勤では、勤続年数が「１年以上３年未満」が 31.5％と最も多く、非常

勤では、「１年未満」が 34.6％と最も多くなっています。 

 

 

単位：人 

 

定年退職以外 

計 定年退職 

定年退職 

のうち 

再雇用人数 

平均 

勤続年数 １年未満 
１年以上 

３年未満 

３年以上 

５年未満 

５年以上 

10年未満 

10年以上 

20年未満 

20年以上 

30年未満 
30年以上 

訪問介護員(常勤) 

n=1,544 
490 571 346 532 486 206 5 2,636 45 

18 

(n=33) 

4.2年

(n=620) 

構成割合 18.6% 21.7% 13.1% 20.2% 18.4% 7.8% 0.2% 100.0%    

訪問介護員(非常勤) 

n=1,544 
989 937 629 1,169 1,311 437 19 5,491 106 

20 

(n=49) 

6.0年

(n=758) 

構成割合 18.0% 17.1% 11.5% 21.3% 23.9% 8.0% 0.3% 100.0%    

介護職員(常勤) 

n=2,580 
851 920 645 726 569 83 17 3,811 180 

66 

(n=68) 

4.5年

(n=1,060) 

構成割合 22.3% 24.1% 16.9% 19.1% 14.9% 2.2% 0.4% 100.0%    

介護職員(非常勤) 

n=2,574 
1,149 904 496 605 386 72 4 3,616 65 

11 

(n=30) 

3.6年

(n=1,126) 

構成割合 31.8% 25.0% 13.7% 16.7% 10.7% 2.0% 0.1% 100.0%    

看護職員(常勤) 

n=3,635 
828 831 355 393 170 57 4 2,638 81 

37 

(n=60) 

2.7年

(n=881) 

構成割合 31.4% 31.5% 13.5% 14.9% 6.4% 2.2% 0.2% 100.0%    

看護職員(非常勤) 

n=3,636 
739 588 314 279 164 44 10 2,138 37 

5 

(n=22) 

3.0年

(n=980) 

構成割合 34.6% 27.5% 14.7% 13.1% 7.7% 2.0% 0.5% 100.0%    

合計 

n=5,177 
5,046 4,751 2,785 3,704 3,086 899 59 20,330 514 

157 

(n=240) 

4.3年

(n=3,110) 

構成割合 24.8% 23.4% 13.7% 18.2% 15.2% 4.4% 0.3% 100.0%    
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第４項 保有資格 

問 貴事業所の従業者の保有資格について、教えてください。（それぞれ数字を記入） 

（Ａ～Ｍ） 

全体として、１事業所当たりの平均人数は「介護福祉士」で 4.7 人、「実務者研修終了者」で 0.9 人、

「介護職員初任者研修修了者」で 2.5 人、「いずれも該当しない」は 0.8 人となっています。 

各資格で１事業者あたりの平均人数が多いサ－ビスは、「介護福祉士」では「短期入所療養介護」の

20.9 人、「実務者研修修了者」では「短期入所生活介護」の 2.9 人、「介護職員初任者研修修了者」で

は「訪問介護」の 6.6 人となっています。 

単位：人 

１事業所あたりの平均人数 介護福祉士 
実務者研修 
修了者 

介護職員 
初任者 
研修修了者 

左記の 
いずれも 
該当しない 

全  体 4.7 0.9 2.5 0.8 

Ａ 居宅介護支援 2.7 0.3 0.6 0.1 

Ｂ 訪問介護 7.5 1.7 6.6 0.2 

Ｃ 訪問看護 0.1 0.0 0.1 0.4 

Ｄ 訪問リハビリテ－ション 0.7 0.1 0.1 1.9 

Ｅ 通所介護 5.0 1.1 2.4 1.7 

Ｆ 通所リハビリテ－ション 5.0 0.3 0.9 1.2 

Ｇ 短期入所生活介護 16.0 2.9 4.6 2.6 

Ｈ 短期入所療養介護 20.9 2.3 3.5 3.8 

Ｉ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 10.1 1.0 2.3 0.0 

Ｊ 地域密着型通所介護 2.3 0.8 1.6 1.2 

Ｋ 認知症対応型通所介護 5.4 1.2 1.8 0.7 

Ｌ 小規模多機能型居宅介護 6.5 1.6 3.8 0.9 

Ｍ 看護小規模多機能型居宅介護 6.6 1.1 2.5 1.1 
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第５項 人材不足の状況 

問 人材不足の状況と人材不足によるサ－ビス提供への影響があればお答えください。 

（Ａ～Ｍ） 

全体として、「人材不足である」は 55.7％と半数を超えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【サ－ビス提供への影響（あてはまるものすべてに〇）（人材不足である」と回答した方）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・影響はない  ・質の低下の懸念 

・残業で対応  ・スポットワーク等を活用し維持 

・研修、勉強会に行く時間がとれない   

n=7,652 55.7% 44.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人材不足である 人材不足の状況ではない

　

サービスを縮小している

新規の利用者をセーブしている

その他

n=3,808

25.0%

61.3%

27.4%

0% 20% 40% 60% 80%
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従業員規模別でみると、いずれの従業員規模でも、「人材不足でありサービスを縮小している」は１

割前後となっています。 

「10 人未満の事業所」では、「人材不足であり新規の利用者をセーブしている」が 35.6％と最も多

く、次いで「10人以上 50 人未満の事業所」が 34.7％となっています。 

 

【従業員規模別「サ－ビスを縮小している」】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【従業員規模別「新規の利用者をセーブしている」】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

10人未満(n=2,630)

10人以上50人未満(n=2,501)

50人以上100人未満(n=527)

100人以上300人未満(n=614)

300人以上(n=800)

13.9%

14.9%

10.2%

8.5%

12.0%

36.5%

41.3%

42.7%

41.4%

42.9%

49.6%

43.8%

47.1%

50.2%

45.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人材不足でありサービスを縮小している

人材不足であるがサービスを縮小していない

人材不足でない

10人未満(n=2,630)

10人以上50人未満(n=2,501)

50人以上100人未満(n=527)

100人以上300人未満(n=614)

300人以上(n=800)

35.6%

34.7%

23.0%

26.1%

26.9%

14.8%

21.5%

30.0%

23.8%

28.0%

49.6%

43.8%

47.1%

50.2%

45.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人材不足であり新規の利用者をセーブしている

人材不足であり新規の利用者をセーブしていない

人材不足でない
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第６項 従業員の過不足感 

問 貴事業所の従業者の過不足感を職種別に教えてください。 

（Ａ～Ｍ） 

「⑤生活支援相談員」と「⑦サ－ビス提供責任者」、「⑧看護職員」を除き、「大いに不足」「不足」「や

や不足」を合わせた『不足』と感じている事業所が半数を超えています。特に「③訪問介護員（介護福

祉士）」31.3％と「④訪問介護員（介護福祉士以外）」36.7％は「大いに不足」が３割を超えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

⑦サービス提供責任者(n=2,412)

⑧看護職員(n=3,338)

①介護職員(介護福祉士)(n=2,940)

②介護職員(介護福祉士以外)(n=2,879)

③訪問介護員(介護福祉士)(n=2,143)

④訪問介護員(介護福祉士以外)(n=2,091)

⑤生活/支援相談員(n=2,467)

⑥介護支援専門員(n=2,842)

15.3%

12.7%

31.3%

36.7%

5.1%

17.2%

15.0%

8.4%

19.6%

19.0%

24.9%

26.4%

10.1%

16.6%

14.4%

12.9%

25.0%

24.6%

18.5%

16.2%

18.3%

18.8%

16.7%

27.7%

39.6%

42.5%

25.1%

20.4%

65.7%

46.8%

53.4%

49.9%

0.5%

1.1%

0.1%

0.3%

0.8%

0.6%

0.5%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大いに不足 不足 やや不足 適切 過剰
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第７項 補助的業務の実施状況 

問 補助的な業務について教えてください。 

（Ａ～Ｍ） 

① 補助的な業務の負担感はありますか。 

全体として、「補助的な業務の負担感がある」とした事業所は約４割となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【負担を感じている内容】 

・労務・総務・経理 

・各種書類作成・整理業務 

・アンケートや調査の回答。補助金や加算を取得するための書類作成 

・ケアマネジメント以外のシャドーワーク 

・送迎 

・レクリエーションの準備 

・配膳 ・リネン交換 ・清掃   

n=7,554 42.0% 58.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

補助的な業務の負担感がある 補助的な業務の負担感はない
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②補助的な業務についてワークシェアリングを実施をしていますか。 

全体として、「ワ－クシェアリングを実施していない」事業所が８割を超えています。 

 

 

 

 

 

 

 

実施している業務の内容 

・レクリエーションにスポットワーカーを導入 

・クラークを配置し、事務的業務を担当 

・シーツ交換、コップ洗浄、洗濯などは介護助手が担当 

・ドライバーを介護助手としても活用 

・一部の清掃業務をシルバー人材センターに依頼 

 

 

【今後の実施予定(意向)】 

ワ－クシェアリングを実施していないと回答した事業所について見ると、「実施する予定である」が

12.1％、「実施する予定はない」が 87.9％となっています。 

 

 

 

 

 

   

n=7,638 15.6% 84.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ワークシェアリングを実施している ワークシェアリングを実施していない

n=6,078 12.1% 87.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施する予定である 実施する予定はない
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第８項 従業者の募集方法 

問 従業者の募集方法として利用しているものを教えてください。 

（最も採用実績の高い方法１つだけに◎、実施（利用）している方法すべてに○） 

（Ａ～Ｍ） 

事業所全体として、採用実績の最も高いものとして「民間の人材会社（有料のものに限る）」26.7％、

「ハローワーク」20.4％、「職員・知人などからの個人的紹介」18.7％、「求人広告（新聞折込・インタ

ーネット・フリーペーパー等）に掲載」14.4％が多くなっています。利用している方法については、「ハ

ローワーク」が 63.3％と最も多く、次に「自社のホームページの活用」57.6％、「職員・知人などから

の個人的紹介」57.1％、「民間の人材会社（有料のものに限る）」41.3％、「求人広告（新聞折込・イン

ターネット・フリーペーパー等）に掲載」が 41.2％の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・無料の求人サイト ・口コミ、従業員・地域からの紹介 ・ＳＮＳの活用    

・ポスター掲示、チラシ配布   

民間の人材紹介会社(有料のものに限る)

ハローワーク

職員・知人などからの個人的紹介

求人広告(新聞折込・インターネット・フリー
ペーパー等) に掲載

自社のホームページの活用

人材派遣会社との契約

学校(福祉専門学校等) との連携

自治体や民間団体が主催する就職説明会の参加

東京都福祉人材センター

福祉人材バンク

その他

26.7%

20.4%

18.7%

14.4%

7.4%

3.9%

1.4%

0.8%

0.4%

0.3%

5.5%

41.3%

63.3%

57.1%

41.2%

57.6%

16.9%

13.2%

16.2%

12.3%

6.9%

7.1%

0% 20% 40% 60% 80%

最も採用実績の高い方法（n=6,068）

実施(利用)している方法(複数回答)（n=7,583）
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第９項 採用経費と実際の採用者数 

問 介護職員の採用における、令和６年度（令和６年４月１日～令和７年３月 31 日）の採用

経費の総額と実際の採用者数について、教えてください。 
※広告媒体への経費や紹介手数料等も含め、採用に係った経費（総額）をご記入ください。 

（Ａ～Ｍ） 

全体として採用経費「０円」が 61.8％と最も多く、次いで「50万円以上」の割合が 19.9％となって

います。従業員規模別でみると、「10 人以上の事業所」では、「０円」が５割台ですが、「10 人未満の事

業所」では７割を超えています。また、「10人以上の事業所」では「50 万円以上」が２割を超えていま

す。 

実際の採用者数については、「０人」が 50.2％と最も多く、次いで「１～５人」が 43.5％となってい

ます。従業員規模別でみると、「10 人未満の事業所」では、「０人」が６割を超えています。また、「10

人以上の事業所」では「１～５人」が最も多くなっています。 

 

【①採用経費（総額）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【従業員規模別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

n=6,624 61.8%

3.8%

6.7% 7.8% 19.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０円 ５万円未満 20万円未満 50万円未満 50万円以上

10人未満(n=2,365)

10人以上50人未満(n=2,346)

50人以上(n=1,805)

72.6%

56.3%

54.6%

3.5%

4.8%

2.9%

5.9%

7.6%

6.4%

6.0%

8.9%

8.9%

12.1%

22.4%

27.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０円 ５万円未満 20万円未満 50万円未満 50万円以上
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【②実際の採用者数】 

 

 

 

 

 

 

 

【従業員規模別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 10 項 採用経路ごとの人数 

問 貴事業所において令和６年度（令和６年４月１日～令和７年３月 31 日）に採用した従業

者の採用経路ごとの人数を教えてください。 

（Ａ～Ｍ） 

採用経路の割合は、「中途採用（他の介護事業者からの転職）」の採用数が 61.3％と最も多く、次い

で「中途採用（未経験者）」33.1％となっています。 

 

 

 

 

 

   

n=6,694 50.2% 43.5% 3.9%

0.9% 0.5% 0.2% 0.3% 0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０人 １～５人 ６～10人 11～15人 16～20人

21～25人 26～30人 31人以上

10人未満(n=2,388)

10人以上50人未満(n=2,365)

50人以上(n=1,832)

63.4%

41.9%

42.9%

35.1%

51.5%

44.8%

1.1%

4.7%

6.6%

0.2%

1.0%

1.7%

0.1%

0.5%

0.9%

0.1%

0.4%

0.1%

0.1%

0.9%

0.1%

0.1%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０人 １～５人 ６～10人 11～15人 16～20人

21～25人 26～30人 31人以上

n=6,941
2.5%

3.1% 33.1% 61.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新卒（福祉系） 新卒（福祉系以外）

中途採用（未経験者） 中途採用（他の介護事業者からの転職）



 34

第 11 項 未経験者の募集・採用 

問 未経験者の募集・採用についてお答えください。 

（Ａ～Ｍ） 

『未経験を募集している』（「未経験者を募集・採用している」＋「未経験者を募集しているが、採用

までには至っていない」）は事業所の６割を超えています。『未経験者の採用』（「未経験者を募集・採用

している」＋「募集は経験者のみであるが、状況によって未経験者を採用している」）も６割を超えて

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【サ－ビス種別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

n=7,418 45.6% 17.3% 17.4% 19.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

未経験者を募集・採用している

未経験者を募集しているが、採用までには至っていない

経験者のみ募集しているので、未経験者は採用していない

募集は経験者のみであるが、状況によって未経験者を採用している

Ｆ　通所リハビリテーション(n=183)

Ａ　居宅介護支援(n=1,602)

Ｂ　訪問介護(n=1,641)

Ｃ　訪問看護(n=1,098)

Ｄ　訪問リハビリテーション(n=192)

Ｅ　通所介護(n=948)

Ｍ　看護小規模多機能型居宅介護(n=48)

Ｇ　短期入所生活介護(n=344)

Ｈ　短期入所療養介護(n=111)

Ｉ　定期巡回・随時対応型訪問介護看護(n=51)

Ｊ　地域密着型通所介護(n=902)

Ｋ　認知症対応型通所介護(n=181)

Ｌ　小規模多機能型居宅介護(n=117)

33.1%

42.1%

41.2%

28.1%

64.1%

36.6%

48.5%

33.3%

25.5%

62.1%

52.5%

67.5%

60.4%

21.8%

22.7%

10.1%

5.2%

14.3%

16.4%

15.1%

18.0%

25.5%

14.9%

17.1%

13.7%

18.8%

23.2%

16.0%

29.9%

43.8%

6.9%

19.1%

10.5%

18.9%

27.5%

6.3%

4.4%

4.3%

10.4%

22.0%

19.1%

18.9%

22.9%

14.7%

27.9%

25.9%

29.7%

21.6%

16.7%

26.0%

14.5%

10.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

未経験者を募集・採用している

未経験者を募集しているが、採用までには至っていない

経験者のみ募集しているので、未経験者は採用していない

募集は経験者のみであるが、状況によって未経験者を採用している
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第 12 項 採用の困難感 

問 採用の困難感について、お答えください。 

（Ａ～Ｍ） 

全体として、「少しは採用できている」が 49.7％と最も多くなっています。サ－ビス種別でみると、

「居宅介護支援」と「訪問介護」を除き「十分採用できている」と「少しは採用できている」を合わせ

た割合は半数を超えています。「まったく採用できていない」では、「居宅介護支援」では３割、「訪問

介護」と「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」では４割を超えています。 

 

 

 

 

 

 

 

【サ－ビス種別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

Ｆ　通所リハビリテーション(n=186)

Ａ　居宅介護支援(n=1,737)

Ｂ　訪問介護(n=1,662)

Ｃ　訪問看護(n=1,120)

Ｄ　訪問リハビリテーション(n=196)

Ｅ　通所介護(n=953)

Ｍ　看護小規模多機能型居宅介護(n=48)

Ｇ　短期入所生活介護(n=345)

Ｈ　短期入所療養介護(n=111)

Ｉ　定期巡回・随時対応型訪問介護看護(n=53)

Ｊ　地域密着型通所介護(n=926)

Ｋ　認知症対応型通所介護(n=183)

Ｌ　小規模多機能型居宅介護(n=118)

6.3%

4.8%

11.1%

13.3%

7.9%

13.4%

7.5%

9.0%

1.9%

13.4%

9.8%

3.4%

2.1%

27.3%

44.6%

60.9%

40.8%

68.5%

55.9%

65.8%

75.7%

50.9%

55.0%

55.2%

66.9%

75.0%

38.1%

42.1%

17.6%

16.3%

19.8%

18.8%

24.3%

12.6%

45.3%

18.9%

24.6%

26.3%

16.7%

28.3%

8.5%

10.4%

29.6%

3.8%

11.8%

2.3%

2.7%

1.9%

12.7%

10.4%

3.4%

6.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

十分採用できている 少しは採用できている

まったく採用できていない 採用活動はしていない

n=7,638 8.2% 49.7% 28.7% 13.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

十分採用できている 少しは採用できている

まったく採用できていない 採用活動はしていない
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「10 人未満の事業所」では「十分採用できている」と「少しは採用できている」を合わせた割合は

４割台ですが、「10 人以上の事業所」では６割を超えています。 

 

【従業員規模別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域の住民団体等との連携及び連携するための取組について「あり」と回答した事業所では、「十分

採用できている」と「少しは採用できている」を合わせた割合が 64.2％と「なし」と比べやや多くな

っています。 

 

【地域の住民団体等との連携及び連携をするための取組の有無別の採用困難感】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

10人未満(n=2,683)

10人以上50人未満(n=2,700)

50人以上100人未満(n=577)

100人以上300人未満(n=667)

300人以上(n=871)

7.9%

7.6%

8.3%

13.5%

6.4%

35.0%

58.0%

63.3%

57.1%

55.6%

32.7%

27.4%

22.7%

22.5%

29.0%

24.4%

7.0%

5.7%

6.9%

9.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

十分採用できている 少しは採用できている

まったく採用できていない 採用活動はしていない

あり(n=1,691)

なし(今後、意向あり)(n=3,011)

なし(今後、意向なし)(n=2,504)

7.3%

8.0%

8.7%

56.9%

51.7%

43.3%

25.5%

28.5%

30.2%

10.2%

11.8%

17.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

十分採用できている 少しは採用できている

まったく採用できていない 採用活動はしていない
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第 13 項 人材確保の課題 

問 人材を確保するにあたっての課題として、あてはまるものを教えてください。 

（最も困難な課題１つだけに◎、あてはまるものすべてに○） 

（Ａ～Ｍ） 

事業所全体で最も困難な課題として、「求める人材や必要な能力・資格を持った人材の応募が少ない」

が 41.8％と最も多くなっています。あてはまる課題についても「求める人材や必要な能力・資格を持

った人材の応募が少ない」が 60.3％と最も多く、次に「人材派遣や人材紹介会社に頼らざるを得ない

がコストがかかる」が 41.3％、「応募者の求める処遇・報酬等の水準が高く条件が合わない」が 32.7％、

「求人広告の掲載や求人に係るホームページの維持管理費用等の採用コスト（人材派遣等コストを除

く）がかかりすぎる」が 25.4％、「離職が多い」が 20.9％の順に多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・募集しても応募がない 

・高齢者が多い。若い人がいない 

・介護報酬が低い   

求める人材や必要な能力・資格を持った人材の応
募が少ない

人材派遣会社や人材紹介会社に頼らざるを得ない
がコストがかかる

応募者の求める処遇・報酬等の水準が高く条件が
合わない

人材の募集・採用に関するノウハウやシステムが確立
しておらず、どのような募集・採用活動を行うのが効
果的か分からない

求人広告の掲載や求人に係るホームページの維持管理
費等の採用コスト(人材派遣等コストを除く)がかかり
すぎる

離職が多い

夜勤対応やオンコール対応できる人材が確保でき
ない

補助的な業務等を担うボランティア等が確保でき
ない

その他

特に問題はない

41.8%

16.5%

9.7%

5.1%

4.1%

4.0%

3.6%

0.3%

2.7%

12.1%

60.3%

41.3%

32.7%

17.8%

25.4%

20.9%

13.6%

7.1%

3.9%

10.8%

0% 20% 40% 60% 80%

最も困難な課題（n=6,916）

課題(複数回答)（n=7,393）
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第 14 項 従業者の資格取得及び更新支援 

問 従業者に対する資格取得及び更新への支援について教えてください。（あてはまるものす

べてに〇） 

（Ａ～Ｍ） 

全体として、「資格取得及び更新のための費用（授業料、受験料等）について補助を行っている」が

70.0％と最も多く、「資格取得及び更新のために勤務日数・時間について便宜を図っている」が 54.9％

となっています。なお「特に支援は行っていない」は 13.9％となっています。 

従業員規模別でみると、「10 人未満の事業所」では、「資格取得及び更新のための費用（授業料、受

験費用等）について補助を行っている」が６割台ですが、「10人以上の事業所」ではいずれも７割を越

えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・勉強会の開催 

・祝い金、手当の支給 

 

 

【従業員規模別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

　

資格取得及び更新のための費用(授業料、受験料
等)について補助を行っている

資格取得及び更新のために勤務日数・時間につい
て便宜を図っている

その他

特に支援は行っていない

65.9%

50.4%

2.9%

18.2%

71.9%

57.3%

3.5%

11.9%

72.0%

60.1%

3.2%

10.2%

73.4%

60.0%

2.1%

11.3%

72.9%

55.3%

6.0%

10.0%

0% 20% 40% 60% 80%

10人未満(n=2,720)

10人以上50人未満(n=2,701)

50人以上100人未満(n=571)

100人以上300人未満(n=665)

300人以上(n=861)

n=7,656 　

資格取得及び更新のための費用(授業料、受験料
等)について補助を行っている

資格取得及び更新のために勤務日数・時間につい
て便宜を図っている

その他

特に支援は行っていない

70.0%

54.9%

3.4%

13.9%

0% 20% 40% 60% 80%
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第 15 項 従業者の研修の実施状況 

問 従業者の研修の実施状況について教えてください。（あてはまるものすべてに〇） 

  ※職場内…事業所内や法人内で実施する研修 

   職場外…外部の団体や研修機関が実施する研修 

（Ａ～Ｍ） 

全体では、「職場内の介護・看護技術に関する研修」が 74.9％と最も多く、次に「職場内のその他の

研修」が 64.2％、「職場外の介護・看護技術に関する研修」が 43.9％、「職場外のその他の研修」が 40.2％

の順に多くなっています。一方、「職場内の資格取得及び更新に関する研修」は 22.0％と最も少なくな

っています。 

人材定着の課題として「多様な研修機会の確保」を回答した事業所は、課題と回答していない事業所

と比べ、全ての研修において実施状況が上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【人材定着の課題として「多様な研修機会の確保」を回答・非回答別の研修の実施状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

n=7,693 　

職場内の介護・看護技術に関する研修

職場外の介護・看護技術に関する研修

職場内の資格取得及び更新に関する研修

職場外の資格取得及び更新に関する研修

職場内のその他研修

職場外のその他研修

74.9%

43.9%

22.0%

35.5%

64.2%

40.2%

0% 20% 40% 60% 80%

　

職場内の介護・看護技術に関する研修

職場外の介護・看護技術に関する研修

職場内の資格取得及び更新に関する研修

職場外の資格取得及び更新に関する研修

職場内のその他研修

職場外のその他研修

80.8%

49.5%

23.9%

37.2%

69.9%

43.8%

73.7%

42.6%

21.6%

35.1%

62.8%

39.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

「多様な研修機会の確保」を回答(n=1,623)

「多様な研修機会の確保」を非回答(n=5,743)
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第 16 項 キャリアパス導入状況と今後の意向 

問 キャリアパスの導入状況と今後の意向について教えてください。 

（Ａ～Ｍ） 

全体では「導入している」が 50.8％、「導入していないが、導入意向はある」が 21.4％、「導入して

おらず、導入意向はない」が 27.8％となっています。サ－ビス種別でみると、「導入している」の割合

が最も高いサ－ビスは「短期入所生活介護」で 77.4％となっています。「導入していないが、導入意向

はある」の割合が最も高いサ－ビスは「訪問看護」で 35.5％となっています。一方「導入しておらず、

導入意向はない」の割合が最も高いサ－ビスは「居宅介護支援」で 49.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

【サ－ビス種別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

n=7,619 50.8% 21.4% 27.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

導入している 導入していないが、導入意向はある 導入しておらず、導入意向はない

Ａ　居宅介護支援(n=1,745)

Ｂ　訪問介護(n=1,650)

Ｃ　訪問看護(n=1,116)

Ｄ　訪問リハビリテーション(n=201)

Ｅ　通所介護(n=943)

Ｆ　通所リハビリテーション(n=184)

Ｇ　短期入所生活介護(n=350)

Ｈ　短期入所療養介護(n=112)

Ｉ　定期巡回・随時対応型訪問介護看護(n=52)

Ｊ　地域密着型通所介護(n=918)

Ｋ　認知症対応型通所介護(n=182)

Ｌ　小規模多機能型居宅介護(n=120)

Ｍ　看護小規模多機能型居宅介護(n=46)

29.5%

65.0%

25.4%

27.9%

70.3%

53.8%

77.4%

64.3%

73.1%

61.3%

68.7%

73.3%

63.0%

21.0%

18.5%

35.5%

25.9%

16.1%

17.4%

14.3%

22.3%

17.3%

19.4%

17.0%

14.2%

28.3%

49.5%

16.5%

39.1%

46.3%

13.6%

28.8%

8.3%

13.4%

9.6%

19.3%

14.3%

12.5%

8.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

導入している 導入していないが、導入意向はある 導入しておらず、導入意向はない
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従業員規模別でみると、「10 人以上の事業所」では、「導入している」が５割を超えています。一方、

「10 人未満の事業所」では「導入しておらず、導入意向はない」が約４割となっています。 

 

【従業員規模別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

10人未満(n=2,705)

10人以上50人未満(n=2,684)

50人以上100人未満(n=573)

100人以上300人未満(n=664)

300人以上(n=857)

35.8%

58.0%

62.0%

60.7%

61.4%

24.3%

21.1%

18.8%

19.1%

16.6%

39.9%

20.9%

19.2%

20.2%

22.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

導入している 導入していないが、導入意向はある 導入しておらず、導入意向はない
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第 17 項 人材育成の課題 

問 人材を育成するにあたっての課題として、あてはまるものを教えてください。 

（最も困難な課題１つだけに◎、あてはまるものすべてに○） 

（Ａ～Ｍ） 

全体で最も困難な課題として、「人材育成を行う時間的な余裕がない」が 42.4％と最も多くなってい

ます。あてはまる課題についても「人材育成を行う時間的な余裕がない」が 59.5％と最も多く、次に

「指導できる職員が少ない」が 41.7％、「職員の経験・スキル等の差が大きくパタ－ン化が難しいため、

集合研修等の効率的な人材育成が図れない」が 35.9％、「人材育成のための費用が十分に確保できない」

が 29.2％の順に多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・人材育成システムが整備されていない、または不足している 

・職員の高齢化のため人材育成が難しい 

・そもそも人材が入ってこない。育成する人材がいない   

人材育成を行う時間的な余裕がない

指導できる職員が少ない

職員の経験・スキル等の差が大きくパターン化が難し
いため、集合研修等の効率的な人材育成が図れない

人材育成のための費用が十分に確保できない

育成しても職員が退職してしまい、技術を持った
職員が定着しない

その他

特に問題はない

42.4%

11.8%

10.9%

9.4%

8.1%

1.8%

15.6%

59.5%

41.7%

35.9%

29.2%

25.1%

2.8%

14.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

最も困難な課題（n=7,013）

課題(複数回答)（n=7,407）
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第 18 項 人材定着の課題 

問 人材を定着させるにあたっての課題として、あてはまるものを教えてください。 

（最も困難な課題１つだけに◎、あてはまるものすべてに○） 

（Ａ～Ｍ） 

全体で最も困難な課題として、「同業他事業所と比べて高い賃金設定」が 22.6％と最も多く、次に「職

場環境の改善（職場でのコミュニケ－ションの円滑化、メンタルヘルスケア対策等）」が 14.4％、「採

用面接時のマッチング向上」が 13.2％、「職員の専門性・適正・能力等を考慮した人材配置」が 12.6％、

「労働条件の改善（有給休暇の取得、労働時間の柔軟性等）」が 12.5％の順に多くなっています。 

あてはまる課題では、「職場環境の改善（職場でのコミュニケ－ションの円滑化、メンタルヘルスケ

ア対策等）」が 41.0％と４割を超えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・介護報酬を要因とした賃金の低さ、職域の不明確さからの業務負担が多いこと 

・他業種との賃金格差 

・有効求人倍率の高さ   

同業他事業所と比べて高い賃金設定

職場環境の改善(職場でのコミュニケーションの
円滑化、メンタルヘルスケア対策等)

採用面接時のマッチング向上

職員の専門性・適正・能力等を考慮した人材配置

労働条件の改善(有給休暇の取得、労働時間の柔
軟性等)

能力や成果に応じた昇格・昇給体系

多様な研修機会の確保

資格取得支援の充実

その他

特に問題はない

22.6%

14.4%

13.2%

12.6%

12.5%

8.5%

2.0%

0.7%

2.1%

11.4%

38.0%

41.0%

34.1%

39.1%

39.3%

38.0%

22.0%

18.8%

2.6%

10.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

最も困難な課題（n=6,844）

課題(複数回答)（n=7,443）
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第 19 項 職員の離職理由 

問 貴事業所において、職員が離職する理由として想定されるものについて、お答えくださ

い。（最もあてはまるもの１つだけに◎、あてはまるものすべてに○） 

（Ａ～Ｍ） 

職員が離職する理由として最もあてはまるものについて、「ライフイベント（結婚・出産・育児・転

居など）や体調不良等の職員の個人的な事情により就業継続が困難になったため」が 23.9％と最も多

くなっています。あてはまるものについても、「ライフイベント（結婚・出産・育児・転居など）や体

調不良等の職員の個人的な事情により就業継続が困難になったため」が 43.1％と最も多く、次いで「体

力面で負担が大きすぎたから」が 40.7％、「相場や業務負担から見て賃金水準の納得感がなかったから」

が 30.7％、「同僚や上司との人間関係・雰囲気が良好ではなかったから」が 30.5％、「利用者やその家

族とのコミュニケ－ションに難しさを感じたから（ハラスメントを含む）」が 22.3％の順となっていま

す。 

人材確保の課題で「離職が多い」と回答した事業所のみで見ると、最もあてはまるものとして「同僚

や上司との人間関係・雰囲気が良好ではなかったから」が 21.0％と最も多くなっています。あてはま

るものとしては「体力面での負担が大きすぎたから」が 57.3％と最も多く、次いで「同僚や上司との

人間関係・雰囲気が良好ではなかったから」が 49.7％、「ライフイベント(結婚・出産・育児・転居な

ど)や体調不良等の職員の個人的な事情により就業継続が困難になったため」が 48.2％、「相場や業務

負荷からみて賃金水準の納得感がなかったから」が 43.6％、「利用者やその家族とのコミュニケーショ

ンに難しさを感じたから(ハラスメントを含む)」が 35.0％の順となっています。   
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【その他の主な記載内容】 

・本人の能力不足、職種の不適合           

・高齢となったため                 

・他職種への転職希望   

ライフイベント(結婚・出産・育児・転居な
ど)や体調不良等の職員の個人的な事情によ
り就業継続が困難になったため

相場や業務負荷からみて賃金水準の納得感
がなかったから

同僚や上司との人間関係・雰囲気が良好で
はなかったから

体力面での負担が大きすぎたから

利用者やその家族とのコミュニケーション
に難しさを感じたから(ハラスメントを含
む)

日常業務が決まったことの繰り返し(ルー
ティン)になり、仕事にやりがいを持てなく
なったため

法人や事業所・施設の理念や方針に共感で
きなかったから

管理者やリーダーのマネジメント方法に不
満があったから

勤務時間帯や部署異動などに職員の希望が
反映されにくいから

職場の立地(通勤利便性)に不満があったか
ら

人事評価の基準・内容に対する納得感がな
かったから

キャリアアップの機会が乏しいから

その他

わからない

23.9%

15.0%

14.6%

13.8%

6.6%

2.7%

2.6%

1.9%

1.2%

1.1%

0.9%

0.7%

7.3%

7.8%

43.1%

30.7%

30.5%

40.7%

22.3%

14.1%

13.9%

15.4%

7.9%

7.6%

12.0%

10.9%

9.1%

6.1%

0% 20% 40% 60%

最もあてはまるもの

（n=6,665）

あてはまるもの

(複数回答)（n=7,388）

15.6%

19.6%

21.0%

16.3%

7.7%

3.9%

3.0%

3.1%

1.9%

0.9%

0.6%

0.8%

3.2%

2.3%

48.2%

43.6%

49.7%

57.3%

35.0%

23.4%

22.1%

28.7%

13.1%

10.7%

18.6%

16.0%

5.7%

1.4%

0% 20% 40% 60%

最もあてはまるもの

（n=1,304）

あてはまるもの

(複数回答)（n=1,516）

うち、人材確保の課題で 

「離職が多い」と回答 
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第 20 項 カスタマーハラスメント対策の状況 

問 カスタマ－ハラスメント（カスハラ）の対策状況について教えてください。 

（Ａ～Ｍ） 

①貴事業所における令和６年度中(令和６年４月１日～令和７年３月 31 日)のカスタマーハラ

スメントによる被害の有無についてお答えください。 

カスタマ－ハラスメントによる被害の有無について、「ある」が 20.5％、「ない」が 79.5％となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

【被害の内容】 

全体として、「身体的・精神的な攻撃や威圧的な言動など、社会通念上不相当な手段でなんらかの要

求をされた」が 69.4％、「契約通りのサ－ビスを提供しているにもかかわらず、サ－ビスの不足を訴え

られたり、やり直しを要求された」が 50.2％、「職員のミスなどに対して、過度な謝罪や著しく高額な

金銭による補償を要求された」が 23.9％の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・セクシャルハラスメント 

・介護保険制度外の対応（シャドーワーク）の要求 

・長時間の電話、頻回なメール 

・時間外、就業日以外の対応の要求   

n=7,823 20.5% 79.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある ない

　

身体的・精神的な攻撃や威圧的な言動など、社会
通念上不相当な手段でなんらかの要求をされた

契約通りのサービスを提供しているにもかかわら
ず、サービスの不足を訴えられたり、やり直しを
要求された

職員のミスなどに対して、過度な謝罪や著しく高
額な金銭による補償を要求された

その他

n=1,583

69.4%

50.2%

23.9%

10.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%
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②貴事業所ではカスハラ対策を既に実施していますか。 

カスハラ対策の実施状況について、「実施済み」が 62.1％、「準備中」が 11.3％、「今後、検討する」

が 26.6％となっています。 

いずれの従業員規模でも、「実施済み」が最も多くなっており、「300 人以上の事業所」では７割を超

えています。 

 

 

 

 

 

【従業員規模別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【実施している内容】 

実施している内容については、「事業所内でカスハラに関する研修を実施」が 60.9％と最も多く、次

いで「利用者等から受けたカスハラに関する相談体制の整備(相談窓口の設置など)」が 59.7％、「カス

ハラ対応マニュアルの作成」が 55.2％の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・契約書・重要事項説明書への記載 

・規定・指針の整備 

・委員会の開催  

n=7,806 62.1% 11.3% 26.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施済み 準備中 今後、検討する

　

カスハラ対応マニュアルの作成

事業所内でカスハラに関する研修を実施

利用者等から受けたカスハラに関する相談体制の
整備(相談窓口の設置など)

利用者等への周知(カスハラ防止のためのポスター
やチラシの作成など)

複数の職員によるサービス提供

その他

n=4,695

55.2%

60.9%

59.7%

33.9%

27.5%

4.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

10人未満(n=2,779)

10人以上50人未満(n=2,744)

50人以上100 人未満(n=578)

100 人以上300 人未満(n=682)

300 人以上(n=876)

58.0%

62.4%

60.4%

68.0%

71.9%

10.3%

12.2%

14.7%

10.6%

9.1%

31.7%

25.4%

24.9%

21.4%

18.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施済み 準備中 今後、検討する
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【実施にあたっての課題（「準備中」と回答した方）】 

・カスハラの定義があいまい 

・カスハラと認める判断基準 

・カスハラに精通した人材不足 

・マニュアル作成や研修の時間の確保   



 49

第 21 項 外国人介護従事者の活用状況 

問 外国人介護従事者の雇用状況について教えてください。 

（Ａ～Ｍ） 

全体として、「雇用している」が 13.6％、「雇用していないが、今度雇用したい」が 19.6％、「雇用し

ておらず、今後とも雇用しない」が 66.8％となっています。サ－ビス種別でみると、「雇用している」

の割合が最も高いサ－ビスは「短期入所生活介護」で 70.2％となっています。「雇用していないが、今

後雇用したい」の割合が最も高いサ－ビスは「認知症対応型通所介護」で 39.9％となっています。一

方「雇用しておらず、今後とも雇用しない」の割合が最も高いサ－ビスは「訪問看護」で 89.5％とな

っています。 

 

①令和７年 10 月１日時点で外国人介護従事者を雇用しているかお答えください 

 

 

 

 

 

 

【サ－ビス種別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

n=7,735 13.6% 19.6% 66.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

雇用している 雇用していないが、

今後雇用したい

雇用しておらず、

今後とも雇用しない

Ａ　居宅介護支援(n=1,774)

Ｂ　訪問介護(n=1,665)

Ｃ　訪問看護(n=1,119)

Ｄ　訪問リハビリテーション(n=196)

Ｅ　通所介護(n=970)

Ｆ　通所リハビリテーション(n=190)

Ｇ　短期入所生活介護(n=352)

Ｈ　短期入所療養介護(n=110)

Ｉ　定期巡回・随時対応型訪問介護看護(n=54)

Ｊ　地域密着型通所介護(n=944)

Ｋ　認知症対応型通所介護(n=188)

Ｌ　小規模多機能型居宅介護(n=124)

Ｍ　看護小規模多機能型居宅介護(n=49)

2.1%

12.3%

1.9%

4.6%

20.4%

14.7%

70.2%

67.3%

18.5%

13.3%

17.0%

37.1%

42.9%

10.7%

26.2%

8.7%

7.7%

32.9%

29.5%

15.3%

16.4%

31.5%

20.1%

39.9%

30.6%

24.5%

87.2%

61.5%

89.5%

87.8%

46.7%

55.8%

14.5%

16.4%

50.0%

66.5%

43.1%

32.3%

32.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

雇用している 雇用していないが、

今後雇用したい

雇用しておらず、

今後とも雇用しない
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いずれの従業員規模でも、「雇用しておらず、今後とも雇用しない」が最も多くなっており、「10 人

未満の事業所」では８割を超えています。 

外国人介護従事者の活用状況別に採用の困難感（第 12 項）をみると、「外国人介護従事者を雇用して

いる」と回答した事業所においては、「十分採用できている」と「少しは採用できている」を合わせた

割合が７割を超え、「雇用していないが、今後雇用したい」または「雇用しておらず、今後とも雇用し

ない」と回答した事業所よりも多くなっています。 

 

【従業員規模別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

10人未満(n=2,744)

10人以上50人未満(n=2,729)

50人以上100人未満(n=581)

100人以上300人未満(n=675)

300人以上(n=867)

4.9%

14.6%

31.8%

24.0%

17.3%

13.6%

23.0%

21.2%

22.4%

26.0%

81.5%

62.4%

47.0%

53.6%

56.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

雇用している 雇用していないが、

今後雇用したい

雇用しておらず、

今後とも雇用しない
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①－１ 外国人を受け入れる際に、課題となることについて教えてください。 

（最もあてはまるもの１つだけに◎、あてはまるものすべてに○） 

雇用していると回答した事業所についてみると、全体で最も困難な課題として、「本人の日本語スキ

ルが上達しない」が 25.7％と最も多くなっています。あてはまる課題についても「本人の日本語スキ

ルが上達しない」が 48.3％と最も多く、次に「事業所内の OJT 体制や担当者のスキルが不十分」が

35.6％、「受け入れまでの手続きが煩雑・時間がかかる」が 32.2％、「本人の業務に必要な専門知識や

スキルが上達しない」が 30.1％の順に多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・課題はない、特に問題はない 

・利用者の外国人に対する理解不足 

 

 

①－２ 現在雇用していない理由について教えてください。 

・応募がない 

・マッチングしなかった 

・ノウハウがない 

・コミュニケーションや文化の違いへの不安 

・受入体制・育成環境等が整っていない 

・外国人に資格取得者がいないため   

本人の日本語スキルが上達しない

受け入れまでの手続きが煩雑・時間がかかる

事業所内のOJT 体制や担当者のスキルが不十分

日本人職員など一部の職員に負担が生じている(不
公平感が生まれている)

本人の業務に必要な専門知識やスキルが上達しない

事業所内での外国人に関する理解が不足している
(宗教・文化など)

その他

25.7%

17.6%

15.2%

10.5%

7.8%

7.7%

15.4%

48.3%

32.2%

35.6%

29.5%

30.1%

23.1%

17.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

最も困難な課題（n=907）

課題(複数回答)（n=952）
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①－３ 今後も雇用する予定がない理由について教えてください。 

（最もあてはまるもの１つだけに◎、あてはまるものすべてに○） 

最もあてはまるものとして「育成環境を準備できない」が 46.1％となっています。あてはまるもの

も「育成環境を準備できない」が 58.9％と最も多く、次いで「利用者や家族の理解を得ることができ

ない」が 34.9％、「宗教や文化の違いに対応できない」が 31.4％の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・外国人の有資格者がいない、少ない 

・言語、コミュニケーションが難しい   

育成環境を準備できない

利用者や家族の理解を得ることができない

宗教や文化の違いに対応できない

採用や支援のコストが捻出できない

受け入れたいが、何から始めたらいいかわからない

その他

46.1%

16.2%

9.6%

5.4%

4.9%

17.7%

58.9%

34.9%

31.4%

19.9%

14.1%

18.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

最もあてはまるもの（n=4,460）

あてはまるもの(複数回答)（n=4,735）
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【従業員規模別（最もあてはまるもの）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【従業員規模別（あてはまるものすべて）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

育成環境を準備できない

利用者や家族の理解を得ることができない

宗教や文化の違いに対応できない

採用や支援のコストが捻出できない

受け入れたいが、何から始めたらいいかわからな
い

その他

56.0%

35.8%

20.6%

31.5%

14.1%

19.7%

61.6%

37.2%

20.9%

33.9%

14.1%

15.6%

64.2%

32.7%

20.1%

30.7%

13.0%

20.5%

63.6%

28.3%

21.1%

31.3%

13.6%

16.9%

60.7%

29.6%

14.8%

23.6%

16.1%

26.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

10人未満(n=2,027)

10人以上50人未満(n=1,584)

50人以上100人未満(n=254)

100人以上300人未満(n=332)

300人以上(n=453)

育成環境を準備できない

利用者や家族の理解を得ることができない

宗教や文化の違いに対応できない

採用や支援のコストが捻出できない

受け入れたいが、何から始めたらいいかわからな
い

その他

43.7%

17.4%

6.0%

8.7%

5.3%

18.9%

47.4%

16.9%

5.6%

10.8%

4.9%

14.3%

50.4%

14.4%

3.4%

10.6%

3.4%

17.8%

51.9%

11.5%

5.7%

9.9%

4.8%

16.2%

46.5%

13.4%

3.9%

7.9%

4.5%

23.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

10人未満(n=1,899)

10人以上50人未満(n=1,490)

50人以上100人未満(n=236)

100人以上300人未満(n=314)

300人以上(n=441)
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①－４ 採用経路（予定）を教えてください。（１つに〇） 

「雇用している」又は「雇用していないが、今後雇用したい」と回答した事業所についてみると、採

用経路（予定）の割合は、「国内採用のみ」が 67.1％、「海外採用(国内での転職等ではなく海外からの

直接採用)」が 7.5％、「併用」が 25.4％となっています。 

いずれの従業員規模でも、「国内採用のみ」が半数を超えています。 

 

 

 

 

 

 

 

【従業員規模別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

n=2,146 67.1% 7.5% 25.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

国内採用のみ 海外採用(国内での転職等ではなく海外からの直接採用) 併用

10人未満(n=416)

10人以上50人未満(n=846)

50人以上100人未満(n=266)

100人以上300人未満(n=264)

300人以上(n=326)

74.5%

68.7%

57.1%

66.3%

62.0%

6.0%

7.2%

10.5%

9.5%

6.1%

19.5%

24.1%

32.3%

24.2%

31.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

国内採用のみ 海外採用( 国内での転職等ではなく海外からの直接採用) 併用
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人材育成にあたっての課題について採用経路別でみると、いずれも「人材育成を行う時間的な余裕が

ない」が最も多く、次いで「指導できる職員が少ない」となっています。 

 

【採用経路別（人材育成にあたっての課題について）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【海外採用についての不安や懸念（「国内採用のみ」と回答した方）】 

・海外採用のノウハウや受け入れ態勢が十分ではなく、負担が大きい 

・海外採用に懸念があるわけではないが、すでに国内に居住している人のほうが日本のルール等を理解してい

て業務指導等がスムーズにできそうだから 

・対面での面接ができないので、判断が難しい 

・現地出入国管理局の手続き遅延などにより、採用スケジュールがたてにくい   

人材育成のための費用が十分に確保できない

人材育成を行う時間的な余裕がない

職員の経験・スキル等の差が大きくパターン化が
難しいため、集合研修等の効率的な人材育成が図
れない

指導できる職員が少ない

育成しても職員が退職してしまい、技術を持った
職員が定着しない

その他

特に問題はない

31.9%

66.4%

42.8%

49.7%

31.8%

3.6%

8.8%

33.5%

71.6%

50.3%

56.1%

32.3%

0.0%

7.1%

29.3%

65.2%

43.0%

51.9%

29.3%

3.0%

9.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

国内採用のみ(n=1,375)

海外採用

(国内での転職等ではなく海外からの直接採用)(n=155)

併用(n=532)
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①－５ 令和７年 10 月１日時点での外国人介護従事者の受入区分・人数について、お答えく

ださい。 

「雇用している」と回答した事業所での外国人の受け入れ区分・人数について、「在留資格「特定技

能１号」」が 32.6％と最も多く、次いで「その他」が 20.2％、「在留資格「介護」」が 19.5％の順とな

っています。常勤・非常勤でみると、常勤では、「在留資格（特定技能１号）」が 41.0％と最も多くな

っています。非常勤では「その他」が 42.5％と最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・在留資格「永住者」 

・在留資格「定住者」 

・在留資格「日本人の配偶者等」 

 

 

①－６ 令和７年 10 月１日までに受け入れた外国人介護従事者の国籍と人数を教えてくださ

い。 

外国人介護従事者の国籍について、「ミャンマ－」が19.5％と最も多く、次いで、「ベトナム」が18.5％、

「インドネシア」が 17.7％、「フィリピン」が 14.3％の順となっています。 

 

 

 

 

 

   

全　体(n=3,339)

常勤(n=2,346)

非常勤(n=993)

8.2%

11.0%

1.4%

10.4%

11.6%

7.7%

9.1%

2.1%

25.7%

32.6%

41.0%

12.6%

19.5%

23.4%

10.2%

20.2%

10.8%

42.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ＥＰＡによる受け入れ 技能実習制度 外国人留学生

在留資格「特定技能１号」 在留資格「介護」 その他

n=943 18.5% 17.7% 19.5% 14.3% 7.5% 22.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ベトナム インドネシア ミャンマー フィリピン ネパール その他
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第 22 項 訪問系サ－ビスにおける外国人介護従事者の活用 

問 訪問系サ－ビスでの外国人介護従事者の雇用について教えてください。 

（Ｂ～Ｄ） 

① 貴事業所における外国人介護従事者の雇用予定はありますか。（１つに○） 

外国人介護従事者の雇用について、「雇用している」が 5.4％、「雇用を検討している」が 14.5％、

「当面は雇用する予定がない」が 80.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

①－１ 外国人介護人材の訪問系サ－ビスへの従事に当たって、課題となる（なっている）こ

とについて教えてください。 

【主な記載内容】 

・コミュニケーション能力 

・文化や習慣の違い 

・利用者・家族の理解 

・育成環境の整備 

・特に問題はない 

 

①－２ 当面は雇用する予定がない理由について教えてください。 

【主な記載内容】 

・育成環境が整っていない 

・コストも時間もない 

・一人の訪問業務になるので、言葉の壁が大きい 

・該当する資格保持者がいない   

n=2,956 5.4% 14.5% 80.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

雇用している 雇用を検討している 当面は雇用する予定がない



 58

② 外国人が訪問系サ－ビスに従事するために必要な要件のうち、対応が難しい（難しかっ

た）内容はありますか。 

全体で最も対応が難しい内容として、「利用者・家族への説明」が 38.6％と最も多く、次に「一定期

間の同行訪問等必要な OJT の実施」が 16.3％、「研修の実施」が 15.7％、「外国人介護人材への丁寧な

説明・意向の確認、キャリアアップ計画の策定」が 15.6％の順に多くなっています。 

対応が難しい内容では、「利用者・家族への説明」が 60.2％と６割を超えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 23 項 デジタル機器の活用 

問 貴事業所における、デジタル機器の導入状況および課題について教えてください。 

（Ａ～Ｍ） 

① デジタル機器の導入状況を教えてください。（あてはまるものすべてに〇） 

全体として、「事業所内の Wi－Fi 環境を整備している」が 63.7％と最も多く、次いで「タブレット

端末、スマ－トフォン等の情報端末を導入している」が 56.3％、「「記録」「情報共有」「請求」業務を

一気通貫(転記不要)で行う介護業務ソフトを導入している」が 51.7％の順となっています。 

「いずれも導入していない」は 4.8％となっています。   

利用者・家族への説明

一定期間の同行訪問等必要なOJT の実施

研修の実施

外国人介護人材への丁寧な説明・意向の確認、
キャリアアップ計画の策定

外国人介護人材の実務経験(原則１年以上)

現場で不測の事態が発生した場合等に対応するた
めデジタル機器の活用を含めた環境整備

ハラスメント対策の実施

38.6%

16.3%

15.7%

15.6%

6.4%

6.3%

1.1%

60.2%

46.2%

49.2%

46%

30.5%

32.8%

22.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

最も対応が難しい内容（n=2,064）

対応が難しい内容(複数回答)（n=2,263）
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【従業員規模別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

　

「記録」「情報共有」「請求」業務を一気通貫(転
記不要)で行う介護業務ソフトを導入している

「記録」「情報共有」「請求」業務が一気通貫(転
記不要)にはならないが、介護業務ソフトを導入し
ている

他の事業所等との間で居宅サービス計画書等の
データ連携を行える介護業務ソフトを導入してい
る

バックオフィス業務(勤怠管理等、シフト表作成、
人事、給与等)のためのソフトウェアを導入してい
る

タブレット端末、スマートフォン等の情報端末を
導入している

事業所内のWi－Fi環境を整備している

いずれも導入していない

n=7,770

51.7%

33.7%

19.7%

29.7%

56.3%

63.7%

4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

　

「記録」「情報共有」「請求」業務を一気通貫
(転記不要)で行う介護業務ソフトを導入して
いる

「記録」「情報共有」「請求」業務が一気通貫
(転記不要)にはならないが、介護業務ソフト
を導入している

他の事業所等との間で居宅サービス計画書等の
データ連携を行える介護業務ソフトを導入して
いる

バックオフィス業務(勤怠管理等、シフト表作
成、人事、給与等)のためのソフトウェアを導
入している

タブレット端末、スマートフォン等の情報端末
を導入している

事業所内のWi－Fi環境を整備している

いずれも導入していない

46.2%

34.6%

19.5%

22.5%

51.6%

62.4%

6.7%

53.4%

33.6%

21.5%

29.5%

57.1%

64.7%

4.3%

54.5%

36.0%

15.6%

32.4%

61.1%

69.1%

2.1%

58.1%

29.9%

17.6%

37.8%

58.8%

62.4%

3.2%

56.9%

33.0%

20.3%

46.6%

65.6%

63.9%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80%

10人未満(n=2,764)

10人以上50人未満(n=2,729)

50人以上100人未満(n=583)

100人以上300人未満(n=678)

300人以上(n=873)
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人材不足の状況別でみると、どちらの状況でも「事業所内の Wi-Fi 環境を整備している」割合が６割

台と最も多くなっており、「「記録」「情報共有」「請求」業務を一気通貫（転記不要）で行う介護業務ソ

フトを導入している」割合と「タブレット端末、スマートフォン等の情報端末を導入している」割合が

５割台となっています。 

 

【人材不足の状況別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①－１ 導入していない理由を教えてください。（１つに〇） 

導入していない理由は「メリットを感じるため導入したいが、導入に向けた課題があるため」が

28.2％と最も多く、次いで「自事業所にとって導入のメリットは少なく、必要がないと考えているため」

が 22.8％、「自事業所にとって、導入のメリットがあるかどうか、判断がつかないため」が 20.3％の順

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・従業員が高齢のためデジタル機器を使用できない 

・小規模で採算が取れない  

n=355 28.2% 22.8% 20.3% 3.7% 13.8% 11.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

メリットを感じるため導入したいが、導入に向けた課題があるため

自事業所にとって導入のメリットは少なく、必要がないと考えているため

自事業所にとって、導入のメリットがあるかどうか、判断がつかないため

現在流通しているデジタル機器の中に、使用したいと思うものがない

現在準備中で、近々導入する予定である

その他

　

「記録」「情報共有」「請求」業務を一気通貫
(転記不要)で行う介護業務ソフトを導入してい
る

「記録」「情報共有」「請求」業務が一気通貫
(転記不要)にはならないが、介護業務ソフトを
導入している

他の事業所等との間で居宅サービス計画書等の
データ連携を行える介護業務ソフトを導入して
いる

バックオフィス業務(勤怠管理等、シフト表作
成、人事、給与等)のためのソフトウェアを導入
している

タブレット端末、スマートフォン等の情報端末
を導入している

事業所内のWi－Fi環境を整備している

いずれも導入していない

51.5%

34.7%

19.9%

29.8%

55.8%

62.9%

4.7%

51.7%

32.3%

19.8%

29.8%

57.5%

65.3%

4.7%

0% 20% 40% 60% 80%

人材不足である(n=4,182)

人材不足の状況ではない(n=3,339)



 61

①－１－１ どのような課題がありますか。費用面・費用面以外からそれぞれ回答してくださ

い。 

【費用面】 

メリットを感じるため導入したいが、導入に向けた課題があると回答した事業所についてみると、費

用面で最も課題と回答された項目は「導入コストの面で課題がある」が 75.4％と最も多くなっていま

す。課題と回答された項目も「導入コストの面で課題がある」が 81.9％と最も多く、次いで「ランニ

ングコストの面で課題がある」が 57.8％、「費用面の課題はない」が 4.8％の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【費用面以外】 

費用面以外で最も課題と回答された項目は「機器の導入に関する検討や、機器導入に合わせた業務フ

ロ－の見直し、マニュアルの作成等を行うための時間や人手に余裕がない」が 36.8％と最も多くなっ

ています。課題と回答された項目も「機器の導入に関する検討や、機器導入に合わせた業務フロ－の見

直し、マニュアルの作成等を行うための時間や人手に余裕がない」が 47.6％と最も多く、次いで「機

器導入について職員の間に苦手意識や抵抗感があり、事業所内の合意形成が困難」が 39.0％、「具体的

機器の情報、機器の選定・導入方法、導入後の効果的な活用方法に関する情報の不足」が 36.6％の順

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・デジタル機器に対する知識不足 

・働く人全員が使えないと意味がない。高齢のヘルパーには難しすぎる。  

機器の導入に関する検討や、機器導入に合わせた業務
フローの見直し、マニュアルの作成等を行うための時
間や人手に余裕がない

具体的機器の情報、機器の選定・導入方法、導入後の
効果的な活用方法に関する情報の不足

機器導入について職員の間に苦手意識や抵抗感が
あり、事業所内の合意形成が困難

機器を活用するための技術を各職員が習得するこ
とが困難

補助金を活用したいが申請方法が分からない、申
請手続きや仕組みが煩雑で申請に踏み切れない

その他

費用面以外の課題はない

36.8%

16.2%

16.2%

10.3%

5.9%

11.8%

2.9%

47.6%

36.6%

39.0%

30.5%

22.0%

13.4%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

最も課題（n=68）

課題(複数回答)（n=82）

導入コストの面で課題がある

ランニングコストの面で課題がある

費用面の課題はない

75.4%

18.8%

5.8%

81.9%

57.8%

4.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

最も課題（n=69）

課題(複数回答)（n=83）
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①－２ 効果的に活用されているか、またメリットがあったか教えてください。（１つに〇） 

いずれかのデジタル機器を導入していると回答した事業所において、『活用している』（「効果的に活

用している」＋「概ね活用している」）は 94.6％と９割を超えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

デジタル機器の導入状況別では、「「記録」「情報共有」「請求」業務を一気通貫(転記不要)で行う介護

業務ソフトを導入している」において、「効果的に活用している」と「概ね活用している」が 97.4％と

最も多く、次いで「バックオフィス業務(勤怠管理等、シフト表作成、人事、給与等)のためのソフトウ

ェアを導入している」が 97.3％となっています。また、「「記録」「情報共有」「請求」業務が一気通貫

(転記不要)にはならないが、介護業務ソフトを導入している」は 93.6％で他に比べやや低くなってい

ます。  

 

【デジタル機器の導入状況別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

n=6,928 46.6% 48.0%

4.4%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

効果的に活用している 概ね活用している

あまり活用していない ほとんど活用していない

「記録」「情報共有」「請求」業務を一
気通貫(転記不要)で行う介護業務ソフト
を導入している(n=3,813)

「記録」「情報共有」「請求」業務が一
気通貫(転記不要)にはならないが、介護
業務ソフトを導入している(n=2,473)

他の事業所等との間で居宅サービス計画
書等のデータ連携を行える介護業務ソフ
トを導入している(n=1,469)

バックオフィス業務(勤怠管理等、シフト
表作成、人事、給与等)のためのソフト
ウェアを導入している(n=2,223)

タブレット端末、スマートフォン等の情
報端末を導入している(n=4,195)

事業所内のWi－Fi環境を整備している
(n=4,652)

58.1%

32.8%

51.6%

52.0%

51.4%

47.7%

39.3%

60.8%

44.4%

45.3%

45.6%

47.8%

2.0%

5.8%

3.4%

2.5%

2.8%

3.8%

0.6%

0.6%

0.6%

0.2%

0.3%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

効果的に活用している 概ね活用している

あまり活用していない ほとんど活用していない
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①－２－１ どのようなメリットがあったか教えてください。 

「効果的に活用している」または「概ね活用している」と回答した事業所についてみると、最もあて

はまるものは「業務が効率化された」が 49.2％となっています。あてはまるものについても「業務が

効率化された」が 73.9％と最も多く、次いで「情報が共有しやすくなった」が 66.7％、「職員の負担軽

減が図られた」が 60.9％の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・在宅ワークのしやすさにつながった 

・ペーパーレス化が図れた 

 

①－２－２ 活用していない理由を教えてください。 

「あまり活用していない」または「ほとんど活用していない」と回答した事業所についてみると、最

もあてはまる理由として「機器の導入により、従来の業務手順等に変更が生じることが負担に感じた」

が 23.1％となっています。あてはまるものについても「機器の導入により、従来の業務手順等に変更

が生じることが負担に感じた」が 38.6％と最も多く、次いで「導入した機器が自事業所の課題解決に

マッチしていなかった」の割合が 33.4％、「期待した効果が得られなかった」が 29.7％の順となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・高齢の職員が多く、使いこなせない 

・データ連携は他事業所対応がなく活用できないパターンの方が多い  

機器の導入により、従来の業務手順等に変更が生じる
ことが負担に感じた

導入した機器が自事業所の課題解決にマッチしていな
かった

期待した効果が得られなかった

職員の理解が得られない

ランニングコストがかかる

機器の活用に中心的な職員が異動(退職) してしまった

その他

23.1%

18.8%

13.4%

12.8%

12.2%

1.8%

17.9%

38.6%

33.4%

29.7%

26.0%

28.3%

7.7%

17.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

最もあてはまるもの（n=329）

あてはまるもの(複数回答)（n=350）

業務が効率化された

情報が共有しやすくなった

職員の負担軽減が図られた

サービスの質の向上につながった

利用者の満足度が向上した

職員の採用や定着につながった

その他

49.2%

33.0%

13.9%

1.2%

0.4%

0.2%

2.1%

73.9%

66.7%

60.9%

23.5%

8.7%

4.2%

2.8%

0% 20% 40% 60% 80%

最もあてはまるもの（n=5,464）

あてはまるもの(複数回答)（n=6,323）
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第 24 項 次世代介護機器（介護ロボット等）の活用 

問 貴事業所における、次世代介護機器（介護ロボット等）の導入状況および課題について教

えてください。 

（Ａ～Ｍ） 

① 次世代介護機器（介護ロボット等）の導入状況を教えてください。 

次世代介護機器の導入状況について、「いずれも導入していない」が 91.5％と９割を超えています。 

いずれの従業員規模でも、「いずれも導入していない」が最も多くなっており、「50 人未満の事業所」

では９割を超えています。 

 

 

 

 

 

 

【従業員規模別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

n=7,677 8.5% 91.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

次世代介護機器のいずれかを導入している いずれも導入していない

10人未満(n=2,723)

10人以上50人未満(n=2,704)

50人以上100人未満(n=576)

100人以上300人未満(n=671)

300人以上(n=866)

3.6%

6.3%

24.3%

19.7%

12.8%

96.4%

93.7%

75.7%

80.3%

87.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

次世代介護機器のいずれかを導入している いずれも導入していない
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①－１ 導入していない理由を教えてください。（１つに〇） 

導入していない理由は「自事業所にとって導入のメリットは少なく、必要がないと考えているため」

が 39.5％と最も多く、次いで「自事業所にとって、導入のメリットがあるかどうか、判断がつかない

ため」が 27.7％の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・居宅介護支援事業所であるため 

・業務内容に合致しないため   

n=6,729 13.0% 39.5% 27.7%

7.4%

2.6% 9.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

メリットを感じるため導入したいが、導入に向けた課題があるため

自事業所にとって導入のメリットは少なく、必要がないと考えているため

自事業所にとって、導入のメリットがあるかどうか、判断がつかないため

現在流通しているデジタル機器の中に、使用したいと思うものがない

現在準備中で、近々導入する予定である

その他
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①－１－１ どのような課題がありますか。費用面・費用面以外からそれぞれ回答してくださ

い。 

【費用面】 

メリットがあるため導入したいが、導入に向けた課題があるためと回答した事業所についてみると、

費用面で最も課題と回答された項目は「導入コストの面で課題がある」が 81.9％と最も多くなってい

ます。課題と回答された項目も「導入コストの面で課題がある」が 79.5％と最も多く、次いで「ラン

ニングコストの面で課題がある」が 64.1％、「費用面の課題はない」が 3.5％の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

【費用面以外】 

費用面以外で最も課題と回答された項目は「機器の導入に関する検討や、機器導入に合わせた業務フ

ロ－の見直し、マニュアルの作成等を行うための時間や人手に余裕がない」が 29.1％と最も多くなっ

ています。課題と回答された項目は「具体的機器の情報、機器の選定・導入方法、導入後の効果的な活

用方法に関する情報の不足」が 51.1％と最も多く、次いで、「機器の導入に関する検討や、機器導入に

合わせた業務フロ－の見直し、マニュアルの作成等を行うための時間や人手に余裕がない」が 49.3％、

「機器導入について職員の間に苦手意識や抵抗感があり、事業所内の合意形成が困難」が 33.9％の順

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・本社の理解があまりない  

機器の導入に関する検討や、機器導入に合わせた業務
フローの見直し、マニュアルの作成等を行うための時
間や人手に余裕がない

具体的機器の情報、機器の選定・導入方法、導入後の
効果的な活用方法に関する情報の不足

機器導入について職員の間に苦手意識や抵抗感が
あり、事業所内の合意形成が困難

機器を活用するための技術を各職員が習得するこ
とが困難

補助金を活用したいが申請方法が分からない、申
請手続きや仕組みが煩雑で申請に踏み切れない

機器の導入について利用者、家族から同意を得る
ことが困難

その他

費用面以外の課題はない

29.1%

27.4%

10.7%

6.4%

4.0%

2.0%

10.7%

9.6%

49.3%

51.1%

33.9%

29.0%

18.4%

10.6%

10.1%

7.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

最も課題（n=605）

課題(複数回答)（n=706）

導入コストの面で課題がある

ランニングコストの面で課題がある

費用面の課題はない

81.9%

13.6%

4.5%

79.5%

64.1%

3.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

最も課題（n=674）

課題(複数回答)（n=736）
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①－２ どの分野の機器を導入しているか教えてください。（あてはまるものすべてに〇） 

全体として、「見守り(施設)」が 41.9％と最も多く、次いで「介護業務支援」が 28.8％、「入浴支援」

が 22.5％、「移乗支援（装着、非装着）」が 16.7％の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①－３ 効果的に活用されているか、またメリットがあったか教えてください。（１つに〇） 

次世代介護機器のいずれかを導入していると回答した事業所についてみると、『活用している』（「効

果的に活用している」＋「概ね活用している」）は 89.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

   

％ 　 ％

移乗支援(装着、非装着) 入浴支援

移乗支援(非装着) 見守り(施設)

移動支援(屋外) 見守り(在宅)

移動支援(屋内) コミュニケーション

移動支援(装着) 介護業務支援

排泄支援(排泄物処理) 機能訓練支援

排泄支援(動作支援) 食事・栄養管理支援

排泄支援(排泄予測・検知)
認知症生活支援・
認知症ケア支援

n=639

16.7%

10.2%

1.7%

4.5%

0.9%

1.4%

1.3%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

22.5%

41.9%

4.7%

13.0%

28.8%

5.9%

2.2%

1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

n=634 41.3% 48.4%

6.9%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

効果的に活用している 概ね活用している

あまり活用していない ほとんど活用していない



 68

 

【導入している介護機器の種類別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

排泄支援(排泄物処理)(n=8)

移乗支援(装着、非装着)(n=103)

移乗支援(非装着)(n=64)

移動支援(屋外)(n=11)

移動支援(屋内)(n=29)

移動支援(装着)(n=6)

介護業務支援(n=181)

機能訓練支援(n=38)

食事・栄養管理支援(n=13)

認知症生活支援・認知症ケア支援(n=10)

排泄支援(動作支援)(n=7)

排泄支援(排泄予測・検知)(n=12)

入浴支援(n=137)

見守り(施設)(n=264)

見守り(在宅)(n=29)

コミュニケーション(n=80)

37.9%

37.5%

45.5%

44.8%

33.3%

28.6%

41.7%

43.1%

43.6%

34.5%

38.8%

45.3%

34.2%

15.4%

50.0%

50.5%

56.3%

45.5%

51.7%

66.7%

87.5%

57.1%

50.0%

52.6%

50.4%

41.4%

47.5%

49.2%

55.3%

84.6%

50.0%

6.8%

3.1%

3.4%

12.5%

2.9%

6.1%

17.2%

8.8%

4.4%

10.5%

4.9%

3.1%

9.1%

14.3%

8.3%

1.5%

6.9%

5.0%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

効果的に活用している 概ね活用している

あまり活用していない ほとんど活用していない
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①－３－１ どのようなメリットがあったか教えてください。 

「効果的に活用している」または「概ね活用している」と回答した事業所についてみると、最もあて

はまるものとして「職員の負担軽減が図られた」が 40.1％となっています。あてはまるものについて

も「職員の負担軽減が図られた」が 71.1％と最も多く、次いで「業務が効率化された」が 65.4％、「情

報が共有しやすくなった」が 44.6％、「サ－ビスの質の向上につながった」が 43.4％の順となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・利用者の安全確保につながった 

・転倒事故のリスクが減った 

 

①－３－２ 活用していない理由を教えてください。 

「あまり活用していない」または「ほとんど活用していない」と回答した事業所についてみると、最

もあてはまるものとして「導入した機器が自事業所の課題解決にマッチしていなかった」が 20.0％と

最も多くなっています。あてはまるものについては「期待した効果が得られなかった」が 41.0％と最

も多く、次いで「導入した機器が自事業所の課題解決にマッチしていなかった」が 34.4％の順となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・特に必要がない                ・活用方法の職員への研修が不十分          

導入した機器が自事業所の課題解決にマッチしていな
かった

機器の導入により、従来の業務手順等に変更が生じる
ことが負担に感じた

期待した効果が得られなかった

ランニングコストがかかる

職員の理解が得られない

機器の活用に中心的な職員が異動(退職) してしまった

その他

20.0%

16.4%

16.4%

12.7%

9.1%

5.5%

20.0%

34.4%

27.9%

41.0%

23.0%

26.2%

6.6%

23.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

最もあてはまるもの（n=55）

あてはまるもの(複数回答)（n=61）

職員の負担軽減が図られた

業務が効率化された

情報が共有しやすくなった

サービスの質の向上につながった

利用者の満足度が向上した

職員の採用や定着につながった

その他

40.1%

26.5%

17.4%

8.3%

5.7%

0.2%

1.8%

71.1%

65.4%

44.6%

43.4%

23.1%

7.2%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80%

最もあてはまるもの（n=494）

あてはまるもの(複数回答)（n=558）
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第 25 項 介護人材関連事業・取組 

問 東京都が推進している以下の介護人材関連の事業や取組について、その内容を知っていま

すか。また、該当の事業や取組を活用したいと思いますか。あてはまるものをそれぞれ回

答してください。 

（Ａ～Ｍ） 

【認知状況】 

全体として認知状況の最も高い事業は「⑪介護支援専門員法定研修受講料補助事業」で 94.7％とな

ってます。次いで、「⑩介護職員・介護支援専門員居住支援特別手当事業」で 90.6％、「⑧訪問系介護

サービス暑さ対策緊急支援事業」で 87.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

①訪問介護採用経費支援事業(n=1,708)

⑱外国人介護従事者活躍支援事業
　（かいごパスポートTokyo）(n=7,626)

⑮介護職員スキルアップ研修事業(n=4,579)

⑯代替職員の確保による現任介護職員等の
　研修支援事業(n=7,657)

⑪介護支援専門員法定研修受講料補助
　事業(n=1,972)

⑫居宅介護支援事業所事務職員雇用支援
　事業(n=1,795)

⑬居宅介護支援事業所管理者向けマネジメ
　ント支援研修事業(n=1,798)

⑭介護支援専門員再就業等支援事業(n=1,962)

②訪問介護事業所等電動アシスト自転車

　購入経費支援事業(n=1,706)

③訪問介護事業所におけるＥＶ車・ＥＶ
　バイク導入支援事業(n=1,705)

④かいごチャレンジ職場体験事業(n=4,596)

⑤ふくし・保育の資格で輝く！
　応援プロジェクト(n=7,648)

⑰特定技能制度に基づく外国人介護従事者
　の受入れ支援事業(n=7,639)

⑥介護現場改革促進事業（組織・
　人材マネジメント支援事業）(n=7,639)

⑦介護DX推進人材育成支援事業(n=7,623)

⑨介護現場におけるカスタマーハラス
　メント対策強化事業(n=7,658)

⑩介護職員・介護支援専門員居住支援
　特別手当事業(n=6,391)

⑧訪問系介護サービス暑さ対策緊急支援事業(n=4,948)

68.0%

80.7%

53.9%

39.6%

31.0%

32.9%

45.1%

87.1%

56.3%

90.6%

94.7%

85.3%

75.8%

39.9%

69.4%

46.1%

36.5%

27.4%

32.0%

19.3%

46.1%

60.4%

69.0%

67.1%

54.9%

12.9%

43.7%

9.4%

5.3%

14.7%

24.2%

60.1%

30.6%

53.9%

63.5%

72.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っている 知らない
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全体として活用状況において、「活用している」の割合が最も高い事業は「⑩介護職員・介護支援専

門員居住支援特別手当事業」で 77.8％となっている。次いで、「⑪介護支援専門員法定研修受講料補助

事業」で 61.2％、「⑧訪問系介護サービス暑さ対策緊急支援事業」で 55.5％となっています。 

また、「活用していないが活用したい」の割合が最も高い事業は「⑮介護職員スキルアップ研修事業」

で 66.9％となっています。 

【活用状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

①訪問介護採用経費支援事業(n=1,586)

⑫居宅介護支援事業所事務職員雇用支援
　事業(n=1,677)

⑬居宅介護支援事業所管理者向けマネジメ
　ント支援研修事業(n=1,669)

⑭介護支援専門員再就業等支援事業(n=1,763)

⑮介護職員スキルアップ研修事業(n=4,382)

⑦介護DX推進人材育成支援事業(n=6,865)

⑨介護現場におけるカスタマーハラス
　メント対策強化事業(n=7,076)

⑩介護職員・介護支援専門員居住支援
　特別手当事業(n=6,177)

⑪介護支援専門員法定研修受講料補助
　事業(n=1,873)

⑧訪問系介護サービス暑さ対策緊急支援事業(n=4,686)

②訪問介護事業所等電動アシスト自転車
　購入経費支援事業(n=1,646)

③訪問介護事業所におけるＥＶ車・ＥＶ

　バイク導入支援事業(n=1,593)

④かいごチャレンジ職場体験事業(n=4,266)

⑥介護現場改革促進事業（組織・
　人材マネジメント支援事業）(n=6,759)

⑰特定技能制度に基づく外国人介護従事者
　の受入れ支援事業(n=7,002)

⑱外国人介護従事者活躍支援事業
　（かいごパスポートTokyo）(n=6,981)

⑯代替職員の確保による現任介護職員等の
　研修支援事業(n=7,086)

21.5%

36.4%

1.6%

10.0%

2.4%

6.7%

55.5%

5.9%

77.8%

61.2%

16.4%

35.3%

2.2%

20.6%

2.2%

3.1%

2.0%

59.3%

46.2%

42.7%

40.1%

51.5%

52.8%

30.6%

65.0%

16.1%

33.7%

52.7%

47.7%

65.5%

66.9%

41.3%

27.4%

25.0%

19.2%

17.4%

55.7%

49.8%

46.0%

40.5%

13.8%

29.0%

6.1%

5.1%

30.9%

17.0%

32.4%

12.5%

56.5%

69.5%

73.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

活用している 活用していないが利用したい 活用したいと思わない
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第３節 令和６年度制度改定・報酬改定の影響 

第１項 委員会の設置状況 

問 貴事業所では利用者の安全並びに介護サ－ビスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方

策を検討するための委員会を設置していますか。 

（Ｇ、Ｈ、Ｌ、Ｍ） 

委員会の設置について「設置している」が 86.3％、「設置していない」が 13.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【設置にあたっての課題（「設置していない」と回答した方）】 

・内容が理解しきれず、量も多いのでどこから手をつけるか検討中のため、委員会をどう進めるかまで至って

いない 

・規模が小さいので、会議や研修の時に話をしている 

・委員会を担当する人材確保と時間の確保が困難 

・現在準備中 

   

n=622 86.3% 13.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

設置している 設置していない
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第２項 事業所の収支状況 

問 貴事業所の収支の状況について教えてください。 

（Ａ～Ｍ） 

① 令和７年９月の全収入を「100」とした場合、令和７年９月の全支出はおおよそどのくら

いですか。（数字を記入） 

支出が収入を上回る「100 以上」の事業所は 1,987 事業所あり、割合では 32.6％と全体の約３分の

１となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上図横軸の数値は、例えば「90～100」の場合、90 以上 100 未満を表します。 

 

【従業員規模別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

全 体（n=6,089）
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712 

1,119 

1,316 

885 

441 

229 
119 61 

252 

0

200
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1200

1400

【従業員規模：10 人未満】 全 体（n=2,144） 【従業員規模：10 人以上 50 人未満】 全 体（n=2,192） 

【従業員規模：50人以上 100 人未満】 全 体（n=435） 【従業員規模：100 人以上 300 人未満】 全 体（n=521） 

【従業員規模：300 人以上】 全 体（n=708） 

100 以上の割合：約 36.8％ 100 以上の割合：約 29.6％ 

100 以上の割合：約 29.6％ 100 以上の割合：約 31.1％ 

100 以上の割合：約 30.9％ 
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②－１ 令和４年９月の全収入を「100」とした場合、令和７年９月の全収入はおおよそどの

くらいですか。（数字を記入） 

令和４年度よりも全収入を上回る「100 以上」の事業者は 3,062 事業所あり、割合では 58.6％と半

数を超えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上図横軸の数値は、例えば「90～100」の場合、90 以上 100 未満を表します。 
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②－２ ②－１で回答した全収入の変化の要因について、あてはまるものを教えてください。 

最も大きな増要因として「利用者数の増加」が 69.8％となっています。あてはまる増要因も「利用

者数の増加」が 75.5％と最も多く、次いで「加算・減算の取得状況の変化による増収」が 33.6％、「介

護報酬の改定による増収」が 33.3％の順となっています。従業員規模別にみると、最も大きな増要因・

あてはまる増要因どちらも、すべての従業員規模で「利用者数の増加」の割合が最も高くなっていま

す。 

最も大きな減要因としては「利用者数の減少」が 63.4％となっています。あてはまる減要因も「利

用者数の減少」が 73.5％と最も多く、次いで「介護報酬の改定による減収」が 31.3％。「加算・減算の

取得状況の変化による減収」が 19.1％の順となっています。従業員規模別にみると、最も大きな減要

因・あてはまる減要因どちらも、すべての従業員規模で「利用者数の減少」の割合が最も高くなってい

ます。 

 

【増要因】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・職員の増員 ・訪問件数の増加 ・コロナ禍からの回復 ・経営・運営改善を図った 

 

 

【従業員規模別（最も大きな増要因）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

介護報酬の改定による増収

加算・減算の取得状況の変化による増収

利用者数の増加

その他

12.0%

11.0%

69.8%

7.2%

33.3%

33.6%

75.5%

9.9%

0% 20% 40% 60% 80%

最も大きな要因（n=2,419）

要因(複数回答)（n=2,495）

　

介護報酬の改定による増収

加算・減算の取得状況の変化による増収

利用者数の増加

その他

10.1%

9.4%

71.2%

9.3%

8.4%

12.5%

73.0%

6.1%

22.3%

13.8%

55.4%

8.5%

18.9%

9.0%

64.3%

7.8%

13.0%

10.1%

71.6%

5.2%

0% 20% 40% 60% 80%

10人未満(n=681)

10人以上50人未満(n=888)

50人以上100人未満(n=224)

100人以上300人未満(n=244)

300人以上(n=345)



 76

【従業員規模別（あてはまる増要因）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【減要因】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・介護職員の減少に伴う利用者の減少 ・事業縮小 ・要介護度の平均が下がった 

   

介護報酬の改定による減収

加算・減算の取得状況の変化による減収

利用者数の減少

その他

16.6%

4.5%

63.4%

15.5%

31.3%

19.1%

73.5%

20.3%

0% 20% 40% 60% 80%

最も大きな要因（n=1,784）

要因(複数回答)（n=1,897）

　

介護報酬の改定による増収

加算・減算の取得状況の変化による増収

利用者数の増加

その他

28.8%

26.0%

77.1%

11.1%

28.8%

38.0%

77.8%

9.2%

47.0%

37.3%

64.8%

11.9%

45.2%

35.1%

72.6%

10.4%

36.6%

34.6%

76.3%

7.9%

0% 20% 40% 60% 80%

10人未満(n=695)

10人以上50人未満(n=919)

50人以上100人未満(n=236)

100人以上300人未満(n=259)

300人以上(n=355)
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【従業員規模別（最も大きな減要因）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【従業員規模別（あてはまる減要因）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

　

介護報酬の改定による減収

加算・減算の取得状況の変化による減収

利用者数の減少

その他

13.2%

4.1%

63.6%

19.1%

22.6%

3.1%

62.0%

12.3%

20.7%

11.7%

56.8%

10.8%

13.5%

6.4%

58.9%

21.3%

7.2%

5.3%

74.4%

13.0%

0% 20% 40% 60% 80%

10人未満(n=634)

10人以上50人未満(n=669)

50人以上100人未満(n=111)

100人以上300人未満(n=141)

300人以上(n=207)

　

介護報酬の改定による減収

加算・減算の取得状況の変化による減収

利用者数の減少

その他

27.6%

19.7%

72.6%

23.6%

39.4%

18.9%

72.9%

17.2%

33.3%

23.1%

73.5%

17.1%

24.5%

21.1%

74.8%

21.1%

19.7%

14.6%

76.5%

21.6%

0% 20% 40% 60% 80%

10人未満(n=674)

10人以上50人未満(n=720)

50人以上100人未満(n=117)

100人以上300人未満(n=147)

300人以上(n=213)
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③－１ 令和４年９月の全支出を「100」とした場合、令和７年９月の全支出はおおよそどの

くらいですか。（数字を記入） 

令和４年度よりも全支出を上回る「100 以上」の事業者は 3,456 事業所あり、割合では７割となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③－２ ③－１で回答した全支出の変化の要因について、あてはまるものを教えてください。 

最も大きな増要因として「人件費の増加」が 78.0％となっています。あてはまる増要因も「人件費

の増加」が 78.1％と最も多く、次いで「光熱費の増加」が 60.8％、「消耗品等の物品購入費の増加」が

58.2％、「人件費以外の雇用管理に関する経費の増加」が 39.6％の順となっています。従業員規模別に

みると、最も大きな増要因・あてはまる増要因どちらも、すべての従業員規模で「人件費の増加」の割

合が最も高くなっています。 

最も大きな減要因としては「人件費の減少」が 63.1％となっています。あてはまる減要因も「人件

費の減少」が 61.7％と最も多く、次いで「消耗品等の物品購入費の減少」が 26.4％、「人件費以外の雇

用管理に関する経費の減少」が 21.6％の順となっています。従業員規模別にみると、最も大きな減要

因・あてはまる減要因どちらも、すべての従業員規模で「人件費の減少」の割合が最も高くなっていま

す。 

 

【増要因】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・委託費の高騰  ・ガソリン代の高騰  ・人件費や物価の高騰   

人件費の増加

人件費以外の雇用管理に関する経費の増加

賃借料・地代・家賃等の増加

光熱費の増加

消耗品等の物品購入費の増加

その他

78.0%

5.6%

2.4%

5.3%

5.7%

3.0%

78.1%

39.6%

24.1%

60.8%

58.2%

6.8%

0% 20% 40% 60% 80%

最も大きな要因（n=2,503）

要因(複数回答)（n=2,946）

～
5
0

5
0
～
6
0

6
0
～
7
0

7
0
～
8
0

8
0
～
9
0

9
0
～

1
0
0

1
0
0
～

1
1
0

1
1
0
～

1
2
0

1
2
0
～

1
3
0

1
3
0
～

1
4
0

1
4
0
～

1
5
0

1
5
0
～

182 
81 109 

188 
337 

587 

1,101 

885 

643 

244 
145 

438 

0

200

400

600

800

1000

1200

全 体（n=4,940）
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【従業員規模別（最も大きな増要因）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【従業員規模別（あてはまる増要因）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

　

人件費の増加

人件費以外の雇用管理に関する経費の増加

賃借料・地代・家賃等の増加

光熱費の増加

消耗品等の物品購入費の増加

その他

75.0%

4.6%

3.9%

5.0%

7.6%

3.8%

81.7%

4.5%

1.7%

4.5%

5.2%

2.5%

77.8%

6.0%

1.4%

6.9%

6.0%

1.9%

74.7%

6.2%

2.9%

6.6%

5.4%

4.1%

76.5%

9.0%

2.0%

6.4%

3.5%

2.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10人未満(n=713)

10人以上50人未満(n=960)

50人以上100人未満(n=216)

100人以上300人未満(n=241)

300人以上(n=344)

　

人件費の増加

人件費以外の雇用管理に関する経費の増加

賃借料・地代・家賃等の増加

光熱費の増加

消耗品等の物品購入費の増加

その他

76.3%

32.8%

24.9%

52.9%

54.4%

7.7%

78.7%

42.4%

26.1%

62.9%

59.2%

6.4%

82.6%

47.5%

22.3%

62.0%

58.7%

6.2%

85.6%

37.4%

20.4%

65.2%

61.1%

5.9%

75.8%

44.2%

19.8%

68.6%

61.4%

7.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10人未満(n=847)

10人以上50人未満(n=1,159)

50人以上100人未満(n=242)

100人以上300人未満(n=270)

300人以上(n=389)
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【減要因】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・事業縮小  ・職員、利用者の減少 

 

 

【従業員規模別（最も大きな減要因）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

人件費の減少

人件費以外の雇用管理に関する経費の減少

賃借料・地代・家賃等の減少

光熱費の減少

消耗品等の物品購入費の減少

その他

63.1%

7.6%

2.2%

1.1%

9.3%

16.7%

61.7%

21.6%

7.3%

10.3%

26.4%

18.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

最も大きな要因（n=1,027）

要因(複数回答)（n=1,057）

　

人件費の減少

人件費以外の雇用管理に関する経費の減少

賃借料・地代・家賃等の減少

光熱費の減少

消耗品等の物品購入費の減少

その他

59.1%

8.2%

2.3%

1.2%

8.8%

20.5%

66.9%

7.4%

2.5%

1.4%

9.3%

12.5%

59.3%

3.7%

2.5%

2.5%

11.1%

21.0%

52.9%

9.8%

1.0%

0.0%

15.7%

20.6%

72.9%

7.1%

2.1%

0.0%

4.3%

13.6%

0% 20% 40% 60% 80%

10人未満(n=342)

10人以上50人未満(n=353)

50人以上100人未満(n=81)

100人以上300人未満(n=102)

300人以上(n=140)
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【従業員規模別（あてはまる減要因）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

　

人件費の減少

人件費以外の雇用管理に関する経費の減少

賃借料・地代・家賃等の減少

光熱費の減少

消耗品等の物品購入費の減少

その他

56.4%

23.4%

8.0%

9.7%

25.4%

19.7%

66.6%

25.1%

7.3%

10.0%

29.4%

15.6%

57.8%

10.8%

6.0%

8.4%

26.5%

24.1%

54.5%

17.8%

2.0%

7.9%

31.7%

20.8%

68.6%

16.4%

10.0%

15.7%

17.9%

15.0%

0% 20% 40% 60% 80%

10人未満(n=351)

10人以上50人未満(n=371)

50人以上100人未満(n=83)

100人以上300人未満(n=101)

300人以上(n=140)
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第４節 利用者の特性に応じたサ－ビス提供の状況 

第１項 認知症要介護者受入れ状況 

問 認知症の要介護者の受入れの状況について教えてください。 

（Ａ～Ｍ） 

認知症要介護者の受け入れ状況については「現在行っている」が 93.2％と９割を超えています。 

 

 

 

 

 

 

【サ－ビス種別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【受入れができない理由（「受入れはできない」と回答した方】 

・知識、対応できる人員の不足。 

・受入れる余裕がない  

n=7,784 93.2%

5.1%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在行っている 現在行っていないが受入れ可能 受入れはできない

Ａ　居宅介護支援(n=1,798)

Ｂ　訪問介護(n=1,665)

Ｃ　訪問看護(n=1,132)

Ｄ　訪問リハビリテーション(n=199)

Ｅ　通所介護(n=971)

Ｆ　通所リハビリテーション(n=190)

Ｇ　短期入所生活介護(n=355)

Ｈ　短期入所療養介護(n=109)

Ｉ　定期巡回・随時対応型訪問介護看護(n=57)

Ｊ　地域密着型通所介護(n=947)

Ｋ　認知症対応型通所介護(n=190)

Ｌ　小規模多機能型居宅介護(n=122)

Ｍ　看護小規模多機能型居宅介護(n=49)

97.2%

86.8%

89.8%

77.9%

97.9%

86.8%

98.9%

94.5%

96.5%

95.8%

98.4%

99.2%

100.0%

2.1%

9.7%

7.2%

16.6%

1.5%

9.5%

0.8%

3.7%

3.5%

3.7%

1.6%

0.7%

3.4%

3.0%

5.5%

0.5%

3.7%

0.3%

1.8%

0.5%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在行っている 現在行っていないが受入れ可能 受入れはできない
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第２項 若年性認知症の要介護者受入れ状況 

問 若年性認知症の要介護者の受入れの状況について教えてください。 

（Ａ～Ｍ） 

若年性認知症の要介護者の受入れを「現在行っている」在宅サービス事業所が 31.8％であり、「現在

行っていないが受入れ可能」な在宅サービス事業所と合計すると 95.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

【サ－ビス種別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【受入れができない理由（「受入れはできない」と回答した方】 

・若年性の対応のノウハウが未だない 

・人員不足の為 

・対応の仕方が確立できていない  

n=7,760 31.8% 63.9% 4.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在行っている 現在行っていないが受入れ可能 受入れはできない

Ａ　居宅介護支援(n=1,792)

Ｂ　訪問介護(n=1,660)

Ｃ　訪問看護(n=1,129)

Ｄ　訪問リハビリテーション(n=201)

Ｅ　通所介護(n=965)

Ｆ　通所リハビリテーション(n=191)

Ｇ　短期入所生活介護(n=355)

Ｈ　短期入所療養介護(n=109)

Ｉ　定期巡回・随時対応型訪問介護看護(n=55)

Ｊ　地域密着型通所介護(n=941)

Ｋ　認知症対応型通所介護(n=190)

Ｌ　小規模多機能型居宅介護(n=123)

Ｍ　看護小規模多機能型居宅介護(n=49)

38.8%

24.9%

32.8%

18.9%

34.8%

24.1%

30.4%

29.4%

27.3%

31.0%

33.2%

31.7%

30.6%

58.9%

68.7%

63.2%

73.6%

61.0%

69.6%

67.3%

64.2%

72.7%

63.2%

65.3%

66.7%

67.3%

2.3%

6.4%

4.0%

7.5%

4.1%

6.3%

2.3%

6.4%

5.7%

1.6%

1.6%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在行っている 現在行っていないが受入れ可能 受入れはできない
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第３項 「東京都若年性認知症総合支援センター」の認知度 

問 「東京都若年性認知症総合支援センター」を知っていますか。 

（Ａ～Ｍ） 

若年性認知症総合支援センターを知っている在宅サービス事業所は全体の約４割、相談援助を担う

居宅介護支援では約６割となっています。 

 

 

 

 

 

 

【サ－ビス種別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

n=7,774 40.5% 59.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っている 知らない

Ａ　居宅介護支援(n=1,807)

Ｂ　訪問介護(n=1,663)

Ｃ　訪問看護(n=1,132)

Ｄ　訪問リハビリテーション(n=200)

Ｅ　通所介護(n=965)

Ｆ　通所リハビリテーション(n=187)

Ｇ　短期入所生活介護(n=354)

Ｈ　短期入所療養介護(n=107)

Ｉ　定期巡回・随時対応型訪問介護看護(n=56)

Ｊ　地域密着型通所介護(n=943)

Ｋ　認知症対応型通所介護(n=188)

Ｌ　小規模多機能型居宅介護(n=123)

Ｍ　看護小規模多機能型居宅介護(n=49)

57.6%

36.4%

35.7%

24.0%

33.8%

24.1%

39.5%

30.8%

32.1%

29.8%

53.7%

62.6%

61.2%

42.4%

63.6%

64.3%

76.0%

66.2%

75.9%

60.5%

69.2%

67.9%

70.2%

46.3%

37.4%

38.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っている 知らない
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【東京都若年性認知症総合支援センターとの連携状況（「知っている」と回答した方）】 

東京都若年性認知症総合支援センターとの連携状況は「連携している」が 6.8％、「連携したことが

ない」が 93.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

【連携したことが無い理由（「連携したことがない」と回答した方）】 

連携したことが無い理由について「連携を必要とする事例が無かった」が 97.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・センターの存在や支援内容について、現場の職員や関係者が十分に把握していなかった 

・若年性認知症に特化した支援機関の情報が、地域のケアマネジャーや事業所に届いていない 

・地域包括と連携 

   

n=3,088 6.8% 93.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

連携している 連携したことがない

　

連携を必要とする事例が無かった

その他

n=2,682

97.1%

3.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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第４項 地域密着型サ－ビスの実施予定及び課題 

問 以下の①～③の地域密着型サ－ビスに関して、同一敷地や近隣における事業実施予定（参

入意向）を教えてください。（１つに○） 

また、実施していない場合は、参入を想定した場合の課題と思われるものを教えてくださ

い。（最も課題と思われる項目１つだけに◎、課題と思われる項目すべてに○） 

（Ａ～Ｍ） 

①定期巡回・随時対応型訪問介護看護※Ｉを除く 

「実施する予定」は 1.6％、「予定はないが実施したい」が 2.7％、「実施する予定はない」が 89.4％、

「検討している」が 2.5％、「すでに実施している」が 3.8％となっています。 

参入を想定した場合の課題については、最も課題と回答された項目は「介護職員の確保」が 31.9％

と最も多くなっています。課題と回答された項目も「介護職員の確保」が 71.3％と最も多く、次いで

「看護師の確保」が 65.9％、「管理者の確保」が 59.8％、「開設資金の確保」が 52.6％の順となってい

ます。 

 

【参入予定】 

 

 

 

 

 

 

【参入を想定した場合の課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・利益の確保 ・参入する予定がないため想定できない  

管理者の確保

看護師の確保

オペレーターの確保

介護職員の確保

連携先となる訪問看護事業所の確保

利用者の確保

事業所の確保(事業所の場所の確保)

開設資金の確保

介護職員と看護職員の連携に関するノウハウの不
足

その他

13.1%

16.0%

2.6%

31.9%

1.6%

4.0%

4.6%

15.5%

3.7%

7.1%

59.8%

65.9%

50.8%

71.3%

38.0%

42.7%

42.2%

52.6%

41.5%

7.5%

0% 20% 40% 60% 80%

最も課題（n=3,525）

課題(複数回答)（n=3,993）

n=7,314
1.6%

2.7% 89.4%

2.5%

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施する予定 予定はないが実施したい 実施する予定はない

検討中 すでに実施している
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②小規模多機能型居宅介護※Ｌを除く 

「実施する予定」は 1.2％、「予定はないが実施したい」が 1.3％、「実施する予定はない」が 93.7％、

「検討している」が 1.0％、「すでに実施している」が 2.7％となっています。 

参入を想定した場合の課題については、最も課題と回答された項目は「介護職員の確保」が 26.5％

と最も多くなっています。課題と回答された項目も「介護職員の確保」が 72.4％と最も多く、次いで

「夜勤職員・宿直職員の確保」が 65.4％、「看護師の確保」が 64.8％、「管理者の確保」が 61.5％、「開

設資金の確保」が 55.2％の順となっています。 

 

【参入予定】 

 

 

 

 

 

 

 

【参入を想定した場合の課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・収益が見込めない  ・参入する予定がないため想定できない 

・設置基準に則した建物の入手が困難    

管理者の確保

看護師の確保

介護職員の確保

夜勤職員・宿直職員の確保

介護支援専門員の確保

利用者の確保

事業所の確保(事業所の場所の確保)

開設資金の確保

その他

13.6%

8.9%

26.5%

10.5%

1.9%

3.2%

7.6%

19.9%

7.9%

61.5%

64.8%

72.4%

65.4%

53.1%

43.0%

51.1%

55.2%

8.6%

0% 20% 40% 60% 80%

最も課題（n=3,409）

課題(複数回答)（n=3,870）

n=7,126
1.2%

1.3% 93.7%

1.0%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施する予定 予定はないが実施したい 実施する予定はない

検討中 すでに実施している
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③看護小規模多機能型居宅介護※Ｍを除く 

「実施する予定」は 1.3％、「予定はないが実施したい」が 1.4％、「実施する予定はない」が 94.9％、

「検討している」が 1.0％、「すでに実施している」が 1.4％となっています。 

参入を想定した場合の課題については、最も課題と回答された項目は「看護師の確保」が 20.5％と

最も多くなっています。課題と回答された項目も「看護師の確保」が 73.9％と最も多く、次いで「介

護職員の確保」が 71.6％、「夜勤職員・宿直職員の確保」が 66.1％、「管理者の確保」が 62.8％、「開

設資金の確保」が 55.6％、「介護支援専門員の確保」が 53.4％の順となっています。 

 

【参入予定】 

 

 

 

 

 

 

 

【参入を想定した場合の課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・収益が見込めない ・参入する予定がないため想定できない   

管理者の確保

看護師の確保

介護職員の確保

夜勤職員・宿直職員の確保

介護支援専門員の確保

利用者の確保

事業所の確保(事業所の場所の確保)

開設資金の確保

その他

12.6%

20.5%

19.1%

9.0%

1.2%

3.2%

7.5%

19.7%

7.2%

62.8%

73.9%

71.6%

66.1%

53.4%

44.4%

52.4%

55.6%

8.4%

0% 20% 40% 60% 80%

最も課題（n=3,448）

課題(複数回答)（n=3,935）

n=7,185
1.3%

1.4% 94.9%

1.0%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施する予定 予定はないが実施したい 実施する予定はない

検討中 すでに実施している
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問 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業の開始にあたって困難だったことを教えてくださ

い。 

（最も困難だったと思われる項目１つだけに◎、困難だったと思われる項目すべてに○） 

（I のみ） 

最も困難だったこととして「介護職員の確保」が 40.9％となっています。困難だったことは「介護

職員の確保」が 71.2％と最も多く、次いで「利用者の確保」が 69.2％、「連携先となる訪問看護事業所

の確保」が 51.9％「オペレ－タ－の確保」が 48.1％の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【具体的な内容】 

・地域のケアマネジャーへのサービス説明、提供票の作成方法のレクチャーなど 

・以前より、制度の理解と利用方法、事例、請求方法の研修を行ってきたことにより、周知は進んだと思われ

るが、なかなか利用に至っていない   

管理者の確保

看護師の確保

オペレーターの確保

介護職員の確保

連携先となる訪問看護事業所の確保

利用者の確保

事業所の確保(事業所の場所の確保)

開設資金の確保

その他

2.3%

2.3%

11.4%

40.9%

6.8%

29.5%

0.0%

4.5%

2.3%

23.1%

25.0%

48.1%

71.2%

51.9%

69.2%

26.9%

17.3%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80%

最も困難な課題（n=44）

課題(複数回答)（n=52）
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問 小規模多機能型居宅介護事業の開始にあたって困難だったことを教えてください。 

（最も困難だったと思われる項目１つだけに◎、困難だったと思われる項目すべてに○） 

（Ｌのみ） 

最も困難だったこととして「利用者の確保」が 40.4％と最も多くなっています。困難だったことは

「介護職員の確保」が 68.4％と最も多く、次いで「利用者の確保」が 67.5％、「夜勤職員・宿直職員の

確保」が 55.3％の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【具体的な内容】 

・居宅支援サービスの中でも、小規模多機能は一般的に認知度が低くかつ地域ニーズとして発掘が難しかった 

・事業開始から数年はサービスに対して関係者や住民の理解が乏しく、利用者確保が困難だった   

管理者の確保

看護師の確保

介護職員の確保

夜勤職員・宿直職員の確保

介護支援専門員の確保

利用者の確保

事業所の確保(事業所の場所の確保)

開設資金の確保

その他

2.0%

7.1%

28.3%

9.1%

1.0%

40.4%

4.0%

2.0%

6.1%

33.3%

50.0%

68.4%

55.3%

50.0%

67.5%

19.3%

20.2%

7.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

最も困難な課題（n=99）

課題(複数回答)（n=114）
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問 看護小規模多機能型居宅介護事業の開始にあたって困難だったことを教えてください。 

（最も困難だったと思われる項目１つだけに◎、困難だったと思われる項目すべてに○） 

（Ｍのみ） 

最も困難だったこととして「利用者の確保」が 37.2％と最も多くなっています。困難だったことは

「介護職員の確保」が 72.3％と最も多く、次いで「看護師の確保」が 57.4％、「夜勤職員・宿直職員の

確保」53.2％、「利用者の確保」が 51.1％の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【具体的な内容】 

・利用者、家族、MSW や居宅支援事業所のサービス認知度が殆どない状況 

・区及び都、または国全体としての周知や普及活動が必要と感じる 

   

管理者の確保

看護師の確保

介護職員の確保

夜勤職員・宿直職員の確保

介護支援専門員の確保

利用者の確保

事業所の確保(事業所の場所の確保)

開設資金の確保

その他

9.3%

9.3%

18.6%

2.3%

7.0%

37.2%

4.7%

4.7%

7.0%

36.2%

57.4%

72.3%

53.2%

46.8%

51.1%

14.9%

27.7%

10.6%

0% 20% 40% 60% 80%

最も困難な課題（n=43）

課題(複数回答)（n=47）
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第５項 地域密着型サ－ビスの活用 

問 在宅生活の継続のため、地域密着型サ－ビスの活用は進んでいると思いますか。 

（Ａのみ） 

地域密着型サ－ビスの活用について「活用が進んでいる」が47.7％、「活用が進んでいない」が20.4％、

「どちらともいえない」が 31.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

【活用が進まない理由（「活用が進んでいない」「どちらともいえない」と回答した方）】 

・サービス事業所や人材が不足している 

・近くに適したサービスがない 

・利用料金が高い 

・定期巡回型や夜間対応型は事業所が少なく、利用希望時間の確保が出来ない 

   

n=1,730 47.7% 20.4% 31.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

活用が進んでいる 活用が進んでいない どちらともいえない
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第６項 不足していると感じる地域密着型サ－ビス 

問 地域で不足していると感じる地域密着型サ－ビスを教えてください。 

(あてはまるものすべて) 

（Ａのみ） 

「夜間対応型訪問介護」が53.2％と最も多く、次いで「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」が51.1％、

「認知症対応型通所介護（認知症対応型デイサ－ビス）」が 25.5％「看護小規模多機能型居宅介護」が

23.7％の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地域密着型サ－ビスが増えない理由】 

・人材確保が困難 

・採算性が低い 

・利用者の確保、利益の確保等事業運営の難しさ 

   

　

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜間対応型訪問介護

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護(認知症対応型デイサービ
ス)

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護(認知症対応型グループ
ホーム)

地域密着型特定施設入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設(地域密着型特別養護
老人ホーム)

看護小規模多機能型居宅介護

不足しているサービスはない

n=1,708

51.1%

53.2%

11.7%

25.5%

19.0%

15.2%

9.3%

14.0%

23.7%

14.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%



 94

第７項 介護予防・日常生活支援総合事業 

問 貴事業所は介護予防・日常生活支援総合事業の訪問型サ－ビス、通所型サ－ビスを提供し

ていますか。 

（Ａ～Ｍ） 

全体として「提供している」事業所は 54.5％、「提供していない」事業所は 45.5％となっています。

「提供していない」と回答した事業所がサ－ビスを提供するにあたっての課題は、「人員が不足してお

り、要介護者に注力する必要がある」が 40.4％と最も多く、次いで「期待するほどの報酬が得られな

い」が 34.0％の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

【サ－ビスを提供するにあたっての課題（「提供していない」と回答した方）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・居宅支援事業所なのでサービスの提供はない 

・現行のサービスの質と量の維持が優先されるため 

   

n=7,533 54.5% 45.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

提供している 提供していない

　

制度が複雑でよくわからない

期待するほどの報酬が得られない

人員が不足しており、要介護者に注力する必要が
ある
自治体のメニューが自立、介護予防に資するサー
ビスになっていないため提供していない

その他

n=2,561

23.9%

34.0%

40.4%

4.9%

27.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%
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第８項 連携等の有無 

問 地域の住民団体や組織などとの連携等の有無を教えてください。 

（Ａ～Ｍ） 

「あり」が 23.5％、「なし（今後、意向あり）」が 41.6％、「なし（今後、意向なし）」が 34.8％とな

っています。 

連携「あり」の事業所が連携を開始した時期について、「令和５年以降」開始の事業所が 20.9％と最

も多くなっています。 

一方、連携のない事業所において連携しない理由としては「職員が現在の事業所内での利用者への対

応やサ－ビス提供等で手いっぱいである」が９割となっています。 

 

 

 

 

 

 

【従業員規模別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

n=7,399 23.5% 41.6% 34.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あり なし(今後、意向あり) なし(今後、意向なし)

10人未満(n=2,615)

10人以上50人未満(n=2,613)

50人以上100人未満(n=551)

100人以上300人未満(n=658)

300人以上(n=839)

18.5%

24.7%

31.4%

29.5%

25.6%

43.1%

41.3%

38.5%

40.9%

41.4%

38.5%

34.0%

30.1%

29.6%

33.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あり なし(今後、意向あり) なし(今後、意向なし)
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【連携等開始時期】 

 

 

 

 

 

 

 

【具体的な内容】 

・地域イベントへの参加 

・ボランティアの受入れ 

・自治体との合同防災訓練 

・町内会のイベントへの参加 

・地域清掃・地域の夏祭りの参加 

 

 

【従業員規模別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

n=1,404 14.7%

3.8%

5.8%

4.5%

8.3% 11.6% 12.7% 17.7% 20.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成14年以前 平成15－17年 平成18－20年 平成21－23年

平成24－26年 平成27－29年 平成30－令和２年 令和３年－令和５年

令和５年以降

10人未満(n=390)

10人以上50人未満(n=531)

50人以上100人未満(n=148)

100人以上300人未満(n=158)

300人以上(n=156)

8.2%

13.2%

29.7%

24.7%

12.8%

3.1%

3.8%

6.1%

5.7%

1.9%

2.3%

5.8%

12.8%

7.0%

6.4%

4.1%

3.6%
4.7%

5.7%

6.4%

7.2%

7.5%

4.7%

10.1%

16.0%

13.1%

14.9%

3.4%

6.3%

7.7%

12.1%

13.2%

9.5%

14.6%

13.5%

21.0%

18.3%

15.5%

11.4%

16.7%

29.0%

19.8%

13.5%

14.6%

18.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成14年以前 平成15－17年 平成18－20年 平成21－23年

平成24－26年 平成27－29年 平成30－令和２年 令和３年－令和５年

令和５年以降



 97

【連携、及び連携するための取組をしていない理由（「なし」と回答した方）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・人材不足 

・個人情報保護の観点から慎重にならざるを得ない。責任の所在も曖昧 

・連携の方法が分からない 

 

 

【従業員規模別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地域との連携にあたっての課題等】 

・人員不足で余裕がない 

・勤務時間中にスタッフが地域の方と連携する時間を作ることが難しい。現状の仕事で手一杯である 

・地域との連携はとても大切である。共同という意味でも必要 

・地域の団体とつながるきっかけがあまりない   

　

職員が現在の事業所内での利用者への対応やサー
ビス提供等で手いっぱいである

事業採算性がマイナスになる

地域と連携する必要性を感じない

その他

n=5,065

90.1%

8.4%

3.8%

5.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

　

職員が現在の事業所内での利用者への対応や
サービス提供等で手いっぱいである

事業採算性がマイナスになる

地域と連携する必要性を感じない

その他

89.1%

9.4%

4.8%

6.0%

90.4%

8.3%

3.2%

5.1%

88.7%

7.6%

4.9%

5.8%

92.6%

7.2%

2.2%

5.0%

91.2%

7.4%

2.3%

5.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10人未満(n=1,918)

10人以上50人未満(n=1,756)

50人以上100人未満(n=344)

100人以上300人未満(n=418)

300人以上(n=557)
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第９項 在宅から施設への移行 

問 利用者が在宅での生活を希望するにもかかわらず施設に移行したケ－スはありましたか。 

（Ａ～Ｍ） 

上記のケ－スについて、「あり」の事業者は 58.7％、「なし」は 41.3％となっています。在宅生活を

継続するために最もあてはまるものについて「家族の理解の促進」が 46.9％と最も多くなっています。

あてはまるものについても「家族の理解の促進」が 69.7％と最も多く、次いで「介護保険外のサ－ビ

スの充実」が 46.8％、「訪問・通所等在宅サ－ビスの充実」が 46.4％、「地域における見守り等の充実」

が 38.5％、「訪問診療・訪問看護等在宅医療の充実」が 35.5％の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【在宅生活を継続するための方法（「あり」と回答した方）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・経済的余裕  ・家族の介護力 ・食事、洗濯、排泄など頻度の高い生活支援   

家族の理解の促進

訪問・通所等在宅サービスの充実

介護保険外サービスの充実

訪問診療・訪問看護等在宅医療の充実

地域における見守り等の充実

相談体制の充実

その他

46.9%

18.1%

11.3%

5.8%

4.4%

2.8%

10.7%

69.7%

46.4%

46.8%

35.5%

38.5%

28.5%

13.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

最もあてはまるもの（n=3,530）

あてはまるもの(複数回答)（n=4,234）

n=7,546 58.7% 41.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あり なし



 99

第５節 その他、意見・要望等 

第１項 光熱費等の出費額 

問 令和７年７月から令和７年９月までの３か月間の事業所の下記に関わる出費額についてお

答えください。（数字を記入）電気代及びガス代については、７月分から９月分までの請

求額をお答えください。 

（Ａ～Ｍ） 

ガソリン代は「５万円未満」の事業所が 62.5％と最も多くなっています。従業員規模別にみると、

いずれの従業員規模でも「５万円未満」が最も多くなっています。 

自動車の保有台数については、「２～５台」の事業所が 41.1％と最も多く、次いで「０台」が 36.6％、

「１台」が 14.7％の順となっています。従業員規模別にみると、「10 人未満の事業所」では「０台」が

44.6％、「10 人以上 50人未満の事業所」と「50人以上の事業所」では「２～５台」がそれぞれ 45.3％

と 45.7％で最も多くなっています。 

電気代は「５万円未満」の事業所が 52.2％と最も多く、次いで「10万円未満」が 16.9％、「50 万円

以上」が 9.0％、「15 万円未満」が 8.2％の順となっています。従業員規模別にみると、いずれの従業

員規模でも「５万円未満」が最も多くなっていますが、「50 人以上の事業所」では「50 万円以上」が

20.8％となっており、他の従業員規模と比べ多くなっています。 

ガス代は「５万円未満」の事業所が 82.2％と最も多くなっています。従業員規模別にみると、いず

れの従業員規模でも「５万円未満」が最も多くなっています。 

 

【①ガソリン代】 

 

 

 

 

 

 

 

【従業員規模別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

10人未満(n=2,215)

10人以上50人未満(n=2,174)

50人以上(n=1,658)

74.7%

55.0%

55.8%

10.3%

10.3%

9.4%

5.9%

8.4%

6.9%

3.0%

5.4%

4.4%

3.1%

8.2%

7.0%

2.1%

8.7%

9.9%

0.9%

4.0%

6.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

５万円未満 10万円未満 15万円未満 20万円未満

30万円未満 50万円未満 50万円以上

n=6,142 62.5% 10.0%
7.1%

4.3%
6.0%

6.5%
3.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

５万円未満 10万円未満 15万円未満 20万円未満

30万円未満 50万円未満 50万円以上
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【自動車の保有台数】 

 

 

 

 

 

 

 

【従業員規模別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【②電気代】 

 

 

 

 

 

 

 

【従業員規模別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

n=6,142 52.2% 16.9%
8.2%

4.4%
4.6%

4.6%
9.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

５万円未満 10万円未満 15万円未満 20万円未満

30万円未満 50万円未満 50万円以上

10人未満(n=2,215)

10人以上50人未満(n=2,174)

50人以上(n=1,658)

70.7%

43.9%

38.5%

16.6%

19.1%

14.4%

6.1%

11.0%

7.1%

2.6%

5.7%

5.1%

1.4%

6.4%

6.4%

1.3%

5.6%

7.7%

1.2%

8.2%

20.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

５万円未満 10万円未満 15万円未満 20万円未満

30万円未満 50万円未満 50万円以上

10人未満(n=2,382)

10人以上50人未満(n=2,375)

50人以上(n=1,837)

44.6%

32.7%

30.6%

19.2%

12.3%

12.2%

33.7%

45.3%

45.7%

1.9%

7.3%

9.1%

0.4%

1.3%

1.6%

0.8%

0.3%

0.2%

0.4%

0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０台 １台 ２～５台 ６～10台 11～15台 16～20台 21台以上

n=6,710 36.6% 14.7% 41.1%
5.9%

1.0%
0.4%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０台 １台 ２～５台 ６～10台 11～15台 16～20台 21台以上
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【③ガス代】 

 

 

 

 

 

 

 

【従業員規模別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２項 東京都行政施策の情報収集方法 

問 東京都が実施する行政施策についての情報を、どのように収集していますか。 

（Ａ～Ｍ） 

「東京都からの事業や説明会についての通知(郵送、メ－ル等)」が 72.6％と最も高く、次いで「区

市町村からの案内」が 61.3％、「東京都福祉局ホ－ムペ－ジ」が 60.4％の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の主な記載内容】 

・関係事業所からの情報提供 ・本社からの情報提供 ・インターネット検索   

10人未満(n=2,234)

10人以上50人未満(n=2,189)

50人以上(n=1,667)

94.6%

80.0%

68.5%

2.7%

7.0%

7.0%

1.2%

4.0%

3.3%

0.4%

2.1%

2.0%

0.3%

2.0%

3.4%

0.4%

2.3%

4.3%

0.4%

2.6%

11.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

５万円未満 10万円未満 15万円未満 20万円未満

30万円未満 50万円未満 50万円以上

n=6,186 82.2%
5.5%

2.7%
1.5%

1.7%
2.1%

4.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

５万円未満 10万円未満 15万円未満 20万円未満

30万円未満 50万円未満 50万円以上

　

東京都福祉局ホームページ

東京都からの事業や説明会についての通知(郵送、
メール等)

かいてき便り等の東京都の刊行物

区市町村からの案内

関連団体や職能団体からの案内

その他

n=7,378

60.4%

72.6%

14.0%

61.3%

20.7%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80%
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第３項 その他、ご意見 

問 その他、ご意見等がありましたら、記入してください。 

（Ａ～Ｍ） 

その他、ご意見などについては、8,151 事業所中 872 事業所（10.7％）の記入がありました。 

 

・サービス、人材に関すること  150 件 

・介護報酬などに関すること  131 件 

・事業所運営に関すこと   244 件 

・アンケート調査に関すること  352 件 

・その他        25 件 

※複数回答   
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第３章 参考資料 

第１節 依頼文 

７福祉高企第 238 号 

令和７年 10 月 20 日 

各在宅サービス事業所 管理者 殿 

東京都福祉局高齢者施策推進部長 

花 本 由 紀 

（公印省略） 

 

「在宅サービス事業者運営状況調査」の実施について 

 

平素から東京都の福祉保健行政に格別のご理解とご高配を賜り、誠にありがとうございます。 

急速な高齢化が進む東京では、2035（令和 17）年には都民の約４人に１人が高齢者となり、それに

伴い要介護状態の高齢者や、高齢者のみの世帯の増加が見込まれています。 

地域で支え合いながら、高齢者がいきいきと心豊かに、住み慣れた地域で安心して暮らし続けること

ができる東京の実現に向けては、医療、介護、介護予防、住まい及び生活支援が一体的に提供される「地

域包括ケアシステム」の更なる深化・推進を目指し、実効性ある取組を進めることが重要です。 

そこでこの度、東京都では、高齢者施策の総合的・基本的計画である高齢者保健福祉計画の改定に向

けた検討を行うにあたり、在宅サービス事業者の運営実態等について把握する必要があることから、下

記のとおり調査を実施することといたしました。 

つきましては、ご多忙のところ大変恐縮ではございますが、本調査の趣旨をご理解の上、ご協力賜り

たく、何卒よろしくお願い申し上げます。 

記 

１ 送付内容 

（１）「在宅サービス事業者運営状況調査」の実施について（本通知） １通 

（２）調査票 １部 

（３）返信用封筒 １部 

 

２ 調査概要 

裏面のとおり 

 

３ 調査の委託 

本調査の実施は、株式会社名豊に委託しています。そのため、調査票は、受託会社から直接送付して

います。また、本調査に関するお問合せについては、以下の受託会社までお願いいたします。 

【調査の実施（内容・調査票）に関するお問合せ先】 

【受託事業者】  

株式会社名豊  東京都在宅サービス事業者運営状況調査窓口 

電話：０１２０－３３３－２３５   

E-mail：tokyo.kaigo@meihou-c.co.jp（電子メールでのお問合せも可） 

お問合せ時間：平日 午前９時３０分から午後６時まで 

 

※メールでのお問合せの際には、「事業所 ID番号」「事業所名」「お問合せ内容」の記載を 

お願いいたします。 

                 ＜東京都担当＞ 

東京都福祉局高齢者施策推進部企画課 

  

mailto:tokyo.kaigo@meihou-c.co.jp
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令和７年９月１日現在、 
都内に所在する以下のサービスの全事業所 
（休・停止の事業所は除く。） 
 
・居宅介護支援 

・訪問介護 

・訪問看護（訪問看護ステーション） 

・訪問リハビリテーション(※) 

・通所介護 

・通所リハビリテーション(※) 

・短期入所生活介護 

・短期入所療養介護 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

・地域密着型通所介護 

・認知症対応型通所介護 

・小規模多機能型居宅介護 

・看護小規模多機能型居宅介護 
 
(※)令和７年３月に請求実績のある事業所に限る。 

調査対象 調査内容 

調査基準日 

本調査終了後について 

調査票の取り扱いについて 

回答方法・期限 

「在宅サービス事業者運営状況調査」調査概要 

◆サービス種類ごとに調査票を送付している 
ため、同一事業所名で複数のサービスを提
供している場合、複数の調査票が届きます
が、それぞれご回答ください。 

 

いただきましたご回答は、今後の施策立案の貴重な情報として活用させていただきます。 

なお、本調査終了後の調査票は東京都が責任を持って保管・処理いたします。 

令和７年１０月１日 

事業所の規模や併設事業等 

 

人材確保・育成・定着のための方法・課題 
外国人介護従事者の活用状況 
デジタル機器・次世代介護機器の導入状況等 

 

生産性向上の取組 
報酬改定前後の収支の変化等 

 
認知症の要介護者の受入状況 
東京都若年性認知症総合支援センターとの連携 
地域密着型サービスの提供状況等 
 
 
燃料費・光熱費の状況、その他意見・要望等 

Ⅰ 基本情報 

Ⅱ 職員の勤務状況及び人材確保 

Ⅲ 令和６年度制度改定・報酬改定の影響 

Ⅳ 利用者の特性に応じたサービス提供の状況 

Ⅴ その他、意見・要望等 

回答いただきました内容につきましては、次のように取り扱います。 

① ご回答の内容については、行政指導や検査など、統計以外の目的には一切使用いたしません。 

② 統計的に処理し、事業者名、個々の回答等が特定できないように配慮します。 

以下のいずれかの方法により、令和７年１１月１７日（月曜日）までに御回答ください。 

 

同封の調査票にご記入いただき、同封の返信用封筒（切手不要）に入れて投函してください。 

 

調査票に記載の二次元コードまたは以下の URL[①]からアクセスし、貴事業所のＩＤ番号[②]とパ

スワード[③]を入力してご回答ください。 

 

 

 

※インターネットでご回答いただいた場合は、紙の調査票を返送していただく必要はありません。 

② インターネットで回答 

① 手書きで記入・投函 

①調査票掲載ＵＲＬ     https://www15.webcas.net/form/pub/websurvey/tokyoz＊ ＊：a～m 

②貴事業所 ID 番号     ……………………… 

③貴事業所パスワード  ……………………… 

https://www15.webcas.net/form/pub/websurvey/tokyoz
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第２節 設問一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

A B C D E F G H I J K L M

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

Ⅰ　基本情報
1 法人の規模 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

2 介護事業所番号 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

3 定員

　定員・登録定員 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　宿泊サービス定員 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　通いサービス定員 〇 〇

4 同一建物または同一敷地内で運営している事業の有無 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

＜上記で「あり」と回答＞
⇒　運営している事業の種類

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

5 サービス提供時間

　時間帯 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　１日あたりの時間 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

6 サービス提供曜日 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

7 サービス提供日数／月 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

8 利用者数（実人数、延べ人数）

　要支援１・２ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　要介護１～５ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○ ○ 〇

　通いサービス　要支援１・２ 〇

　通いサービス　要介護１～５ 〇 〇

　宿泊サービス　要支援１・２ 〇

　宿泊サービス　要介護１～５ 〇 〇

　訪問サービス　要支援１・２ 〇

　訪問サービス　要介護１～５ 〇 〇

9 平均訪問回数・訪問時間

　要支援１・２ ○ ○ ○ ○

　要介護１～５ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ⅱ　職員の勤務状況及び人材確保
10 職種数等の状況

　①介護支援専門員 〇 〇 〇

　②訪問介護員 〇 〇

　③看護職員 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　④リハ専門職（PT/OT/ST） 〇 〇 〇

　⑤生活指導員・生活相談委員 〇 〇 〇 〇 〇

　⑥介護職員 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　⑦機能訓練指導員 〇 〇 〇 〇 〇

　⑧医師 〇 〇 〇

　⑨管理栄養士・栄養士 〇 〇

　⑩オペレーター 〇

　⑪その他事務員等 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

11 常勤・非常勤職員以外の人材の活用状況 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

12
前年度中の訪問介護員・介護職員の退職者数
（勤続年数別、常勤・非常勤別）

　訪問介護員 〇 〇

　介護職員 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　看護職員 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

13 資格保有職員数 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

14 人材不足の状況 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

＜上記で「人材不足である」と回答＞
⇒サービス提供への影響

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

看
護
小
規
模
多
機
能
居

宅
介
護

現在の活動状況

居
宅
介
護
支
援

訪
問
介
護

訪
問
看
護

訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー

シ
ョ

ン

通
所
介
護

通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー

シ
ョ

ン

短
期
入
所
生
活
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護

短
期
入
所
療
養
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護

定
期
巡
回
・
随
時
対
応

型

訪
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型
通
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認
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対
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介

護
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規
模
多
機
能
型
居
宅

介
護
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A B C D E F G H I J K L M

15 従業者の過不足感

　①介護職員（介護福祉士） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　②介護職員（介護福祉士以外） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　③訪問介護員（介護福祉士） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　④訪問介護員（介護福祉士以外） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　⑤生活・支援相談員 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　⑥介護支援専門員 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　⑦サービス提供責任者 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　⑧看護職員 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

16 補助的業務の負担感・負担を感じる業務 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

補助的業務におけるワークシェアリングの実施状況 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

17 従業者の募集方法 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

18 一人当たりの採用経費と実際の採用者数 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

19 実際の採用者数（採用経路別） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

20 未経験者の募集・採用状況 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

21 採用の困難感 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

22 人材確保をするにあたっての課題 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

23 資格取得及び更新への支援 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

24 従業者研修の実施状況 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

25 キャリアパスの導入状況・今後の意向 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

26 人材育成にあたっての課題 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

27 人材を定着させるにあたっての課題 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

28 職員が離職する理由 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

29 カスタマーハラスメント（カスハラ）の被害の有無 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　カスハラ被害の内容 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

カスタマーハラスメント（カスハラ）の対策の有無 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　実施している対策の内容 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　実施にあたっての課題 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

30 外国人介護従事者の活用状況 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　①受入にあたっての課題 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　②現在活用していない理由 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　③今後も活用する予定がない理由 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　④採用経路（予定）及び海外採用をしたことが無い場合、
　　どのような不安や懸念があるか

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　⑤受入区分・人数 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　⑥受入した外国人の国籍・人数 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

31 訪問系サービスにおける外国人介護従事者の活用状況 〇 〇 〇

　①受入にあたっての課題 〇 〇 〇

　②活用予定がない理由 〇 〇 〇

訪問系サービスへの従事における対応が難しい要件 〇 〇 〇

32 デジタル機器の導入実績および課題 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　①導入していない理由 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　②課題について、【費用面】【費用面以外】からそれぞれ
　　選択

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　③効果的に活用されているか、またメリットがあったか 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　④効果的に活用している場合、どのようなメリットが
　　あったか

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　⑤活用していない理由 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

33 次世代介護機器の導入実績および課題 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　①導入していない理由について選択 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　②課題について、【費用面】【費用面以外】からそれぞれ
　　選択

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　③導入されている場合、どの分野の機器を導入しているか 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　④効果的に活用されているか、またメリットがあったか 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　⑤効果的に活用している場合、どのようなメリットが
　　あったか

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　⑥活用していない理由 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

34 都の介護人材関連の事業・取組の認知状況、活用意向 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

小
規
模
多
機
能
型
居
宅

介
護

看
護
小
規
模
多
機
能
居

宅
介
護

居
宅
介
護
支
援

訪
問
介
護

訪
問
看
護

訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー

シ
ョ

ン

通
所
介
護

通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー

シ
ョ

ン

短
期
入
所
生
活
介
護

短
期
入
所
療
養
介
護

定
期
巡
回
・
随
時
対
応

型

訪
問
介
護
看
護

地
域
密
着
型
通
所
介
護

認
知
症
対
応
型
通
所
介

護



 107

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A B C D E F G H I J K L M

Ⅲ　令和６年度制度改定・報酬改定の影響
35

生産性向上の取組（介護サービスの質向上及び職員の
負担軽減のための委員会の設置有無）の整備状況

〇 〇 ○ ○

　体制整備にあたっての課題 〇 〇 ○ ○

36 令和7年9月の全収入に対する同月の全支出の割合 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

令和4年9月の全収入に対する令和7年9月の全収入の割合 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

令和4年９月と令和7年９月の全収入の変化の要因 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

令和4年9月の全支出に対する令和7年9月の全支出の割合 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

令和4年９月と令和7年９月の全支出の変化の要因 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

Ⅳ　利用者の特性に応じたサービス提供の状況
37 認知症の要介護者の受入れ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　受入れができない理由を記入 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

38 若年性認知症の要介護者の受入れ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　受入れができない理由を記入 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

39 「東京都若年性認知症総合支援センター」の認知度 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　①東京都若年性認知症総合支援センターとの連携の有無を
　　選択

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　②連携したことがない理由 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

40 地域密着型サービスへの参入予定・意向

　①定期巡回・随時対応型訪問介護看護 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　②小規模多機能型居宅介護 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　③看護小規模多機能型居宅介護 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

41 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業の開始時の困難 〇

42 小規模多機能型居宅介護事業の開始時の困難 〇

43 看護小規模多機能型居宅介護事業の開始時の困難 〇

44 地域密着型サービスの有効性 〇

45 地域で不足していると感じる地域密着型サービス 〇

46 総合事業の訪問型サービス、通所型サービスの提供の有無 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　提供していない場合、提供にあたっての課題 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

47 地域の住民団体等との連携の有無 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　連携等開始時期、具体的な内容、連携にあたっての課題等
　記入

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　連携しない理由、連携にあたっての課題等 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

48 在宅生活希望にも関わらず施設に移行したケースの有無 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　該当の場合、継続のために必要だったこと 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

Ⅴ　その他、意見・要望等
49 エネルギー確保の取組 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　①ガソリン代 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　　自動車の保有台数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　②電気代 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　③ガス代 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

50 都の行政施策情報の収集方法 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

51 意見・要望等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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